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序　　　　　文

カメルーン共和国政府は、その豊かな森林資源の持続的な活用と管理をめざしているものの、

1990 年代半ばからの経済の近代化・開放・競争力強化をめざした改革取り組みの結果、森林伐採

が急速に進みました。また、近年の人口増加を背景とした、森林破壊を伴う焼畑耕地の拡大も問

題となっています。このような状況のもと、カメルーン共和国政府の要請に基づき、科学技術協

力案件「カメルーン熱帯雨林とその周辺地域における持続的生業戦略の確立と自然資源管理：地

球規模課題と地域住民のニーズとの結合」を 2011 年 7 月 13 日より実施しています。

今般、プロジェクトの中間地点を迎えました。これを受け、協力期間前半における実績を確認

し、計画に対する達成度の検証を行い、評価 5 項目の観点から評価を行うとともに、プロジェク

ト後半の活動計画について検討することを目的として、2013 年 11 月 13 日から 12 月 2 日にわた

り、独立行政法人国際協力機構農村開発部乾燥畑作地帯第二課の栗栖昌紀課長を団長とする中間

レビュー調査団を現地に派遣しました。

結果、プロジェクトはおおむね順調に進捗していること、また初期の成果達成をより確実なも

のとするためのいくつかの改善点も確認され、必要な対策に関する提言を行っています。

本報告書は、同調査団の協議並びに調査・評価結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェ

クトの運営や国際協力の推進に広く活用されることを期待します。

ここに、本調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

平成 26 年 1 月

独立行政法人国際協力機構

農村開発部長　熊代 輝義
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COMIFAC Central African Forests Commission 中央アフリカ森林協議会

CVC Village Consultation Committee 村落評議委員会
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Food and Agriculture Organization, United 
Nations

国連食糧農業機関

FCPF Forest Carbon Partnership Facility 森林炭素パートナーシップ基金

FESP Forest Environment Sector Program 森林・環境セクタープログラム

GESP Growth and Employment Strategy Paper 雇用と成長のための戦略文書

IFAD
International Fund for Agricultural 
Development

国際農業開発基金

IITA International Institute of Tropical Agriculture 国際熱帯農業研究所

IRAD
Institute of Agricultural Research for 
Development

国立農業開発研究所

IUCN
International Union for Conservation of 
Nature

国際自然保護連合

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構

JST Japan Science and Technology Agency 科学技術振興機構

M/M Minutes of Meeting 協議議事録

MINADER
Ministry of Agriculture and Rural 
Development

農業 ･農村開発省

MINEPAT
Ministry of Economics, Planning and 
Regional Development

経済 ･計画 ･地域開発省

MINFOF Ministry of Forestry and Wildlife 森林 ･野生動物省

MINRESI
Ministry of Scientific Research and 
Innovation

科学技術 ･革新省

NTFPs Non-Timber Forest Products 非木材森林資源

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マネジメント

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス



PNDRT
National Program for Roots and Tuber 
Development（Programme National de 
Développementdes Racines et Tubercules）

塊茎・塊根類開発国家プログラム

PO Plan of Operation 活動計画

R/D Record of Discussions 討議議事録

REDD
Reducing Emission from Deforestation and 
Degradation

森林減少・劣化からの温室効果ガス排出

削減

RSDS Rural Sector Development Strategy 農村開発戦略

SATREPS
Science and Technology Research Partnership 
for Sustainable Development

地球規模課題対応国際科学技術協力事業

WWF World Wilde Fund for Nature 世界自然保護基金
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１－１　協力の背景と概要

カメルーン共和国（以下、「カメルーン」と記す）は、国土面積 47 万 5,000km2 の面積、人口 2,170
万人（2012 年）を有し、国民 1 人当たり GDP は 1,170 米ドル（2012 年）に達する。最貧国に

は該当しないものの、地方の農村部住民は貧困状態におかれている。農業部門は、就業人口の

約 5 割（2010 年）を抱え、GDP の約 2 割（2010 年）を占める主要な産業の 1 つであり、農業

振興はカメルーン政府の貧困削減政策の中核を占める。

同国は、赤道気候から熱帯気候、最北端の砂漠気候まで多様な気候が分布し、国境を越えて

南部、及び東部に広がるコンゴ盆地森林地帯は、アマゾンに次ぐ面積を誇り、生物多様性に富

む森林区域である。同地域に暮らす住民は、豊かな自然資源の恩恵により、深刻な飢餓や干ば

つなどの災害を回避しつつ、これら自然資源や土地を利用して生計を立ててきた。しかし、近

年の人口増加や、市場性を優先する農産物栽培の浸透などにより、森林破壊を伴う焼畑耕地が

急激に拡大し、加えて、1990 年代半ばからの同国政府による経済の近代化・開放・競争力強化

をめざす政策の結果、森林伐採が進み、森林面積の減少が環境問題として認識されるに至った。

カメルーン政府は、2003 年に森林・環境セクターの政策を策定し、その実施に努めたが、厳

格な環境保護を求める一方で、森林資源に依存する住民生活への影響が十分に考慮されておら

ず、人間の安全保障の観点からの有効な施策の提示が課題となっている。こうした状況から、

住民生活と両立可能な森林保全・管理の実現のために、農業生産性の改善の取り組みを含む持

続的な生業戦略と自然資源管理に係る研究の実施が強く求められていた。

カメルーンの研究・教育機関である、チャン大学、ヤウンデ第一大学、ドゥアラ大学は、

十数年にわたり、京都大学とともに農業分野の研究や非木材森林資源（Non-Timber Forest 
Products：NTFPs）利用の研究、農村調査等を行い、連携した研究取り組みを培ってきている。

2009 年度、その経験を基に、カメルーンよりわが国政府に対し、森林地域とその周辺地域にお

いて重要な作目であるキャッサバの生産・加工・販売活動の改善、NTFPs の持続的利用方法の

確立、土壌 - 植物間の養分動態の分析等の取り組みにより、自然資源保全と住民生計向上の両

立を可能とする自然資源活用システムの構築を目的とする科学技術協力プロジェクトの要請が

提出され、採択された。

１．案件の概要

国名：カメルーン共和国 案件名：カメルーン熱帯雨林とその周辺地域における持続的生業

戦略の確立と自然資源管理：地球規模課題と地域住民のニーズと

の結合

分野：生物資源 援助形態：技術協力プロジェクト〔地球規模課題対応国際科学技

術協力事業（SATREPS）〕

所管部署：農村開発部 協力金額（調査時点）：3.9 億円

協力期間：

（R/D）：2011 年 7 月 13 日～

2016 年 7 月 12 日（5 年間）

先方関係機関：科学技術 ･ 革新省 / 国立農業開発研究所、チャン

大学、ヤウンデ第一大学、ドゥアラ大学

日本側協力機関：京都大学アフリカ地域研究資料センター

他の関連協力：

中間レビュー調査結果要約表
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2011 年 12 月、JICA は本プロジェクトの詳細計画策定に係る調査団を派遣し、その調査結

果を受けて、2011 年 3 月、日本・カメルーン国側双方による R/D 署名が行われ、2011 年 7 月

より、本プロジェクトが、科学技術・革新省（Ministry of Scientific Research and Innovation：
MINRESI）及び国立農業開発研究所（Institute of Agricultural Research for Development：IRAD）

をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、5 年間の協力期間で開始された。2013 年

11 月、協力期間の中間時点に達したことから、中間レビュー調査が実施された。

１－２　協力内容

（1）上位目標

地球規模課題対応国際科学技術協力事業（Science and Technology Research Partnership for 
Sustainable Development：SATREPS）案件のため設定していない。

（2）プロジェクト目標

カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺地域において、持続的な土地利用と自然

資源保全の方法が示される。

（3）成果

① 　森林破壊と耕地の外延的拡大を伴わない持続的な農業生産・加工・販売システムの備

えるべき条件が明らかにされる。

② 　プロジェクトの活動サイトにおける野生動物を含む NTFPs の生態、利用実態等に関す

る基礎的データ、及びその潜在力と持続性の評価に基づいて、住民組織による NTFPs 利
用体制のモデルが確立される。

③ 　森林、森林 - サバンナ境界域の土壌 - 植物間の養分動態を明らかにすることによる生態

系の合理的、持続的利用のためのガイドラインが策定される。

（4）投入（2013 年 2 月時点）

1）日本側

専門家派遣：延べ 30 名（145 人 / 月）

機材供与：約 4,200 万円〔車両、コンピュータと周辺機器、ラボ設備（分析機）等〕

ローカルコスト負担：約 8,400 万円

2）カメルーン側

カウンターパート人材の配置：28 名（プロジェクト・ダイレクター / プロジェクト・

マネジャー / 副プロジェクト・マネジャー各 1 名と研究者 25 名）

土地・施設提供：IRAD 内専門家執務室、倉庫、対象村のフィールドステーション用地、

試験栽培用圃場など

プロジェクト運営費：2011 年 = 約 3,000 万円、2012 年 = 約 1,000 万円（研究施設改修、

出張手当、什器備品、車両購入と燃料費、水道・光熱費等を負担）。
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３－１　実績の概要

（1）プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標： カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺地域において、持続

的な土地利用と自然資源保全の方法が示される。

指標：持続的な環境利用と生業システムに関するデータとその解析結果が得られる。

プロジェクト活動は、全般にわたって順調に行われており、プロジェクト目標を達成す

るために、以下に示すように、成果 1 〜成果 3 に応じたデータ収集と分析が進められており、

中間レビュー調査の時点では、プロジェクト目標「カメルーン南部州、東部州の森林帯と

その周辺地域において、持続的な土地利用と自然資源保全の方法が示される」を実現する

ための準備を整えつつある。

・ 森林破壊と耕地の外延的拡大を伴わない持続的農業生産・加工・販売システムの備える

べき条件の明確化

・ プロジェクトの活動サイトにおける野生動物を含む NTFPs の生態、利用実態等に関する

基礎的データ、及びその潜在力と持続性の評価に基づいて、住民組織による NTFPs 利用

体制のモデルの確立

・ 森林、森林 - サバンナ境界域の土壌 - 植物間の養分動態を明らかにすることによる生態系

２．中間レビュー調査団の概要

日本側 担当分野 氏　名 所　属

団長 / 総括 栗栖　昌紀 国際協力機構 農村開発部 乾燥畑作地帯第二

課課長

計画管理 椎名　卓 国際協力機構 農村開発部 乾燥畑作地帯第二

課　ジュニア専門員

評価分析 東野　英昭 株式会社レックス・インターナショナル

シニアコンサルタント

オブザーバー 浅沼　修一 科学技術振興機構　研究主幹（名古屋大学農

学国際教育協力研究センター教授）

オブザーバー 梅村　佳美 科学技術振興機構　地球規模課題国際協力室

　調査員

カメルーン側 担当分野 氏　名 所　属

リーダー Dr. DONGMO 
Thomas

科学技術 ･革新省　科学・技術協力部　部長

メンバー Mr. Salah Marcel 森林野生動物省　非木材森林資源課職員

メンバー Mr. Abessolo Pierre 農業・農村開発省　プロジェクト協力研究室

室長
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iv

の合理的、持続的利用のためのガイドライン策定

（2）成果の達成状況

成果 1： 森林破壊と耕地の外延的拡大を伴わない持続的な農業生産・加工・販売システ

ムの備えるべき条件が明らかにされる。

＜指標 1-1 ＞持続的な生産システムに関するデータの収集と分析＜ 1

・ 2010 年～ 2012 年にかけて Andom 村の 3 カ所のキャッサバ試験区画で土壌浸食と降雨流

出の測定実施。

・ 礫を詰めた土のうの土壌浸食に対する有効性確認（休耕区画と同程度の流出係数を維持

でき、土壌の流出を 26 ～ 74％ 減少）。

・ 費用 / 便益分析の結果を反映したインフラ整備マニュアルを 2014 年に作成予定。

・ Andom と Bityili 村では、キャッサバの試験栽培がそれぞれ 2 回と 1 回実施。Andom 村

では改良品種の収量はローカル品種の 3 倍。Bityili 村では改良品種の収量はローカル品

種の 1.4 倍。また、Gribé 村でキャッサバ改良品種の試験栽培が 2013 年 10 月に開始。

・ 被覆作物（Pueraria sp.）による収量データを収集中。

＜指標 1-2 ＞キャッサバの加工とマーケティングシステムに関するデータの収集と分析＜ 2

・ 2012 年 9 月〜 2013 年 1 月にかけて、Bityili 村で行われた、ベースライン調査の結果、①

村落の基本情報、②社会・人口データ、③農業活動と阻害要因などのデータ・情報取得。

・ 村人の生活におけるキャッサバの社会経済的な重要性評価のために、生産、加工、販売

（マーケティング）などの詳細なデータを分析中。

・ キャッサバの品種、栽培期間、乾燥方法、水浸発酵の有無によるデンプンの性質の変化

について、デンプンゲルの固さ、凝集性、付着性をパラメータとして用いた分析実施。

・ Andom村で、地酒生産にかかわる社会・経済的な調査と分析実施。2013年 9月、“Handbook 
for investigation on indigenous alcoholic beverage production in Cameroon”作成。

・ Bityili 村で 2013 年 6 月にキャッサバの簡易加工施設が完成。2013 年 8 月、加工用設備（皮

むき機（grater）、破砕機（grinder）、 脱水機（compressor））設置、加工試験実施、600 袋

の wet-fufu 生産。Andom 村で、キャッサバ乾燥ユニット建設中。

＜指標 1-3 ＞生産システム普及のための文書・記録化＜ 3

・ Bityili と Andom 村では 2012 年に参加村落グループが特定され、FOSAS 村落委員会が結

成されている。

・ 組合組織の規約は、キャッサバ加工工場での活動が軌道に乗った時点で、規約を正式に

定める予定。

〔＜ 1：指標 1-1 〜 1-3、＜ 2：指標 2-1 〜 2-6、＜ 3：指標 3-1 〜 3-3 を包括した表題指標（表３－１　

成果（アウトプット）の達成状況参照）〕

成果 2： プロジェクトの活動サイトにおける野生動物を含む NTFPs の生態、利用実態等

に関する基礎的データ、及びその潜在力と持続性の評価に基づいて、住民組織に

よる NTFPs 利用体制のモデルが確立される。

＜指標 2-1 ＞ NTFPs 利用実態に関する実証データが集積される。

・ 2011 年と 2013 年、Gribé 村において、NTFPs の植物民族学調査が行われ、標本収集、種



v

の同定、伝承知識、世帯収入における位置づけと市場向け要素を確認。

・ 調査結果に基づき、2014 年～ 2015 年にかけて、森林のもつ潜在力を評価するとともに

展示 / 普及活動を実施予定。

・ GPS による資源分布地図を 2013 年 8 月に作成。

・ 参加型資源地図（果樹中心）を作成中。

＜指標 2-2 ＞ NTFPs の生態学的データが集積される。

・ NTFPs の主要種を 2011 年に同定。その分布、バイオマス量、採集圧力などについての調

査を実施、データを集積中。

・ 2013 年 8 月現在、650 の標本を収集。「カメルーン熱帯雨林のつる植物ハンドブック」

“Handbook for Lianas of Tropical Rainforest of Cameroon” を作成。

＜指標 2-3 ＞ NTFPs 成分分析表が作成される。

・  NTFPs の化学成分分析は、サンプル収集、保存、分析の各手法の見直しのため活動が保

留されていた。2013 年の 9 月に Gribé 村でサンプリングが開始。

＜指標 2-4 ＞ NTFPs のインベントリー及び、データベースが作成・構築される。

・ データベースシステム AFlora（An On-Line Database for Plant Utilization Information of 
Africa）が 2011 年にプロジェクトに導入。プロジェクトの研究者を対象とした、同シス

テムの利用に関するセミナーを 2012 年 8 月に開催。

・ 2013 年 11 月現在、 NTFPs に関する 950 項目のデータがシステムに登録済。

＜指標 2-5 ＞ 森林資源利用管理のための住民組織の活動の記録が蓄積される。

・ 2011 年、組織化対象グループ、参加意向を示した住民についての調査実施。

・ 2012 年～ 2013 年、住民、組織、森林利用についての社会学的調査実施。野生のマンゴ−

を含め、njansan、 ginba 等の適切な管理と収穫、収入の向上を目的として既存の女性グルー

プへの支援を 2012 年末から開始。

・ 持続的森林管理のための生態学的データ整理、参加型マッピングの分析、資源利用地域

の調整、共同資源利用権の承認等、2014 年～ 2015 年に予定。

＜指標 2-6 ＞ NTFPs 利用に基づく持続的森林管理モデルが構築される。

・ NTFPs 利用に基づく持続的森林管理モデル構築をプロジェクト期間後半に実施。

成果 3： 森林、森林 - サバンナ境界域の土壌 - 植物間の養分動態を明らかにすることによる

生態系の合理的、持続的利用のためのガイドラインが策定される。

＜指標 3-1 ＞土壌気象観測システムデータ及び、土壌、土壌溶液分析データが集積される。

・ 土壌 / 気象モニタリング機器を Bertoua と Ebolowa 地区に、それぞれ 2010 年、2011 年に

設置。また、森林とサバンナ地区の土壌を用いて、土壌 - 植物間の養分動態の調査を実施。

・ 持続的農業生産研究チームと協働して、森林とサバンナの植生回復のモニタリング（2012
年）、及び異なる土壌管理条件の区画における土壌 - 植物館の養分動体モニタリングの実

施（2013 年）。

・ 土壌 - 植物間の養分動態の定量的分析が行われ、2013 年 8 月にはほぼ完了した。気象及

び土壌と植物間の養分動態データについては継続して集積中。

＜指標 3-2 ＞ キャッサバ試験圃場における土壌微生物動態解析に基づく、土壌有機物管理

モデルが構築される（学術的に承認される）。
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・ 土壌鉱物、肥沃性に関する広域調査が実施され、東部—東南部、中部—北部の調査完了。現在、

南部地域の土壌分析を実施中。

・ Bertoua と Ebolowa 地域での微生物活動の計測が 2012 年に開始される予定も、土壌微生

物学を専門とする C/P がプロジェクトを離れたため、調査活動を中断中。

・ 土壌微生物動態解析に基づく土壌有機物管理モデル構築のために、後任の C/P の配置が

必要な状況。

＜指標 3-3 ＞生態系の合理的、持続的利利用のガイドラインが作成される。

・ 森林地域及び森林—サバンナ境界地域の両者に関する生態系の合理的、持続的利利用のガ

イドラインは 2015 年をめどに作成される予定。

３－２　中間レビュー評価結果の要約

評価 5 項目に基づく評価結果は以下のとおり。（詳細については、本報告書４〜第５章参照）

３－３　効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

特になし。

（2）実施プロセスに関すること

1）京都大学の研究活動の経験：プロジェクトの協力研究機関である京都大学は、カメルー

ンにおいて長年にわたって研究活動を行い、カメルーン側研究者（チャン大学、ヤウン

デ第一大学、ドゥアラ大学）とのネットワークが既に築かれており、プロジェクトの対

象地域の状況を把握していたことが、円滑な研究活動につながった。

2）カメルーン側実施研究機関である IRAD も、同様に、プロジェクトの対象とする研究テー

マに知見を蓄積してきており、特にフィールド調査活動の面でプロジェクト活動の促進

5 項目 評価 評価結果の主な理由

妥当性 高い （＋）カメルーン側政策との整合性

（＋）日本側の政策との整合性

（＋）受益者のニーズとの合致

有効性 高い～中程度 （±） 成果はおおむね順調に達成されつつあるが、一部の活動に遅れが

みられる。

（＋）プロジェクト目標達成の準備が整いつつある。

効率性 高い～中程度 （＋） 日本側の投入はおおむね計画どおりに実施され、成果も達成され

つつあるが、投入規模は大きい。

（±） カメルーン側の予算確保の努力は認められるが、前半の投入は計

画に比して遅れた。

インパクト ➢さまざまな正のインパクトが期待される。

➢負のインパクトは現段階ではみられない。

持続性 （＋）カメルーン政府からの政策的な支援が期待できる。

（＋）C/P の能力が向上している。

（±）カメルーン側予算確保の面で若干の懸念が残る。
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に貢献した。

3）プロジェクト対象地域、あるいは周辺地域で活動する国際機関〔IITA（国際熱帯農業研

究所）、CIFOR（国際林業研究センター）、PNDRT（塊茎・塊根類開発国家プログラム）、

WWF（世界自然保護基金）等〕やローカル NGO 等との連携は、プロジェクトの研究テー

マに関するデータや情報へのアクセスを容易にした。

4）地域住民のプロジェクト活動への積極的な参加も促進要因の 1 つとして挙げられる。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

特になし。

（2）実施プロセスに関すること

1）本プロジェクトは日本側、カメルーン側とも、管理体制・手続きの異なる複数の組織の

参加を得て実施されており、関係者の数も多数にのぼる。加えて、おのおのの研究テー

マを扱う研究チームごとに、それぞれ異なる研究アプローチが取られるなど、プロジェ

クト管理が複雑かつ難しいものにならざるを得なかった。

2）経費支払い手続きの変更

2012 年に C/P 予算が確保され、カメルーン側の研究者の活動経費は、C/P 予算による

負担となった。これに伴い、経費の申請・支払い手続きも変更された。カメルーン側研

究者（主に大学関係者）が、申請手続きに不慣れであったため、書類の不備などから経

費支払いが滞り、プロジェクト活動の遅れを招いた時期があった。

３－５　結論

2011 年 6 月の開始から現在に至るまで、プロジェクト活動はおおむね順調に進められてきて

おり、プロジェクト目標「カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺地域において、持続

的な土地利用と自然資源保全の方法が示される」を実現するための条件が整いつつあると判断

する。

一方、レビューチームは、調査を進めるなかで、プロジェクト目標を最終的に達成するため

には、それぞれの研究テーマに携わる研究者間の連携、並びに、住民のプロジェクトに対する

情報提供と理解に改善の余地があると認識した。

プロジェクトは、その研究成果を、協力期間後の社会実装に結びつけるために実施されてい

ることを再度念頭に置く必要がある。すなわち、現在行われている 3 つのアウトプットに対応

するそれぞれの研究成果を、プロジェクト目標「カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周

辺地域において、持続的な土地利用と自然資源保全の方法が示される」に統合し、社会実装に

結びつけるための行程表と戦略を策定し、研究者間のみならず、地域の住民とも共有を図るこ

とである。

プロジェクト協力期間の後半では、研究グループ間、地域住民との連携を向上させたうえで、

更なるデータの集積と分析を進め、「カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺地域におい

て、持続的な土地利用と自然資源保全の方法が示される」ことが期待される。
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３－６　提言

（1）プロジェクトへの提言

1）プロジェクト目標具現化のための戦略策定

プロジェクトは、これまで、順調な進捗をみせている。しかし、前章でも述べたように、

それぞれの研究活動の結果を、プロジェクト目標の具現化していく行程、あるいは、戦

略について、研究者間の共有が不足していると懸念される。

チーフアドバイザーと、プロジェクト・マネジャーが中心となり、今後 1 年（2014 年

11 月まで）の間に、おのおのの研究活動の結果を統合し、プロジェクト目標「カメルー

ン南部州、東部州の森林帯とその周辺地域において、持続的な土地利用と自然資源保全

の方法が示される」を実現するための具体的な計画（行程）を、各研究者と緊密な連携

を通じて、策定し、共有すべきである。

なお、プロジェクト目標の達成時には以下の要件を満たすモデルの提示が望まれる。

2）研究チームリーダー会議の実施

提言の 1）と関連し、持続的農業生産、非木材森林資源、食品、土壌の 4 チームの研究チー

ムリーダー会議を、定期的に開催することを提言する。出席者は、カメルーン側の各研

究チームのリーダー及びプロジェクト・マネジャー、日本側の長期専門家（業務調整員）

を中心に構成し、日本側のチーフアドバイザーと研究チームリーダーも、カメルーン滞

在時には、出席することとする。

3）地域住民のエンパワーメント

プロジェクトの持続性を確かなものとするためには、地域の住民が、プロジェクトの

意図を理解したうえで、積極的に参加することが不可欠な条件である。

しかし、現状では、地域住民はプロジェクトの目的を十分に理解していない様子がイ

ンタビューの場でうかがわれた。よって、プロジェクト期間の後半では、地域の住民と、

今まで以上の緊密なコミュニケーションを通じて、土地と自然資源の持続的な利用を可

能にするためのエンパワーメントを行うことが求められる。

カメルーン・日本国側双方の研究者は、プロジェクトの思想、目的、進捗などについて、

地域の住民に対する説明をできる限り行うべきである。

具体的には、以下の内容を検討すべきである。

・プロジェクト活動を簡潔に説明する立て札（看板）の設置

・ キャッサバ / プランティンなど栽培試験品種の立て札表示

・ 英語、フランス語、ローカル言語でのプロジェクト説明資料の作成

・関係者を招いての公開活動日（Open Field Day）の開催

プロジェクト目標 森林 - サバンナの持続的利用モデルの必要要件

カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺地

域において、持続的な土地利用と自然資源保全の

方法が示される。

・ 地域コミュニティ組織による生産活動が、自然

資源利用のキャパシティの範囲内で行われる。

・ 人間の社会活動サイクルの中で非再生自然資源

（土壌など）の保全が行われる。

・生態循環との整合性が保たれること。
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4）中央アフリカ森林協議会（Central African Forests Commission：COMIFAC）との連携

森林資源の効果的な評価のために COMIFAC との連携を通じた情報共有を行う。

5）森林・野生生物省の国立公園スタッフ（Eco-Guards）の活動への参加

Gribé 村の国立公園では、プロジェクトによる野生動物の活動のモニタリングが行われ

ている。これに関連し、森林・野生生物省から、暗視カメラによる動物の活動モニタリ

ングを含む技術移転が要望されている。

プロジェクトの成果の持続を担保するために、森林・野生生物省の現場レベルでの担

当者（Eco-Guards）との連携と活動への参加が必要と考えられる。よって、プロジェクトは、

要望に対応し、Eco-Guards を関連するセミナーやトレーニングに参加させることを検討

すべきである。

6）AFlora（データベースシステム）の利用法検討

AFlora（On-Line Database for Plant Utilization Information of Africa）データベースシス

テム は、2011 年にプロジェクトに導入され、現在までに NTFPs 関連の 950 項目のデー

タが登録されている。 しかし、データベースの利用と管理の方法については、明確な決

定がなされていない。

プロジェクトは、データベースシステムの利用目的、方法、管理ルールと責任者につ

いて、2014 年の前半までに協議し決定すること。

7）NTFPs 標本管理

プロジェクトにより、これまでに、およそ 650 の NTFPs 標本が作成されたが、保存方法、

保管場所など、管理の方法が明確に定められていない。

ダメージや損失のリスクを回避できるように、IRAD の監督の下に適切に保存・管理す

る方法を決定するべきである。

8）Bityili 村のキャッサバ加工機械の調整（修理）

Bityili 村のキャッサバ加工施設に設置された加工機械（破砕機）の運転時の騒音が大

きく、村人の作業中に聴覚器官にダメージを与える懸念があるため、調整あるいは修理

が必要である。また、排気管についても、適切な設置を検討する必要が認められる。次

のキャッサバ収穫時（2014 年 2 月）までに対応が求められる。

9）Gribé フィールドステーションへの移動時の安全確保

ヤウンデから Gribé に至る経路の途中、Abong Mbang と Lomie 間の道路状況は、雨期

とその前後に悪化し、車両がぬかるみで動けなくなるなどの問題が頻発する。研究者が

Gribé フィールドステーションに移動する際には（復路も含め）、事前に、Lomie 近隣の

住民やドライバーから、道路状況に関する情報をできる限り入手すべきである。道路状

況に問題が報告された場合には、時間がかかっても迂回する、あるいは、計画を延期す

るなどの対応を検討するべきである。

（2）カメルーン側に対する提言

1）フィールドステーションの活動継続

カメルーン側は、2014 年の前半中に、プロジェクト協力期間終了後の、3 つのフィー

ルドステーション（Bityili 村、Andom 村、Gribé 村）の利用法について具体的な計画を策

定するべきである。



x

当該の計画に基づき、2015 年以降の活動の効果的な継続のための予算確保に務めるこ

と。計画策定には、現在、日本側の費用負担で雇用しているフィールドキーパーの雇用

も含めて検討すること。

2）研究者の雇用

研究者の異動や活動からの離脱については、運営委員会（Steering Committee Meetings）
に報告し、承認を得、また、速やかな補充を行って、プロジェクトの活動に遅れが生じ

ないように配慮することが必要である。

（3）日本側に対する提言

1）食品科学分野の専門家派遣

食品チームの活動を促進するために、食品科学分野の専門家の追加派遣について検討

することが望ましい。

３－７　 教訓

SATREPS 案件の計画策定時に、社会実装の方法とそのイメージを明確にして、関係者間で共

有することが望ましい。
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第１章　中間レビュー調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

カメルーン共和国（以下、「カメルーン」と記す）は、面積 47 万 5,000km2、人口 2,170 万人（2012
年時点、世界銀行）を有し、赤道気候から熱帯気候、最北端の砂漠気候まで多様な気候が分布する。

同国の国民 1 人当たり GNI は 1,170 米ドル（2012 年時点、世界銀行）に達し、最貧国には該当

しないものの、地方の農村部住民は貧困状態におかれている。農業部門は、就業人口の約 5 割（2010
年時点、世界銀行）を抱え、GDP の約 2 割（2010 年時点、国際通貨基金）を占める主要な産業

の 1 つであり、農業振興はカメルーン政府の貧困削減政策の中核部を占めている。

一方、国境を越えてカメルーンの南部、及び東部に広がるコンゴ盆地森林地帯は、アマゾンに

次ぐ面積を誇る森林区域であるとともに、生物多様性の面からもその名が知られている。同地域

に暮らす住民は、豊かな自然資源の恩恵により、深刻な飢餓や干ばつなどの災害を回避しつつ、

自然資源や土地を利用して生計を立ててきた。

しかし、近年の人口増加により、森林破壊を伴う焼畑耕地が急激に拡大したことに加え、1990
年代半ばからカメルーン政府が開始した経済の近代化・開放・競争力強化をめざした取り組みの

結果、市場性を優先する農産物栽培が浸透し、森林の面積減少は深刻化し、環境問題として認識

されるに至った。

森林減少の課題に直面したカメルーン政府は、2003 年に森林・環境セクターの政策を策定し、

その実施に努めたが、厳格な環境保護がもたらす住民生活への影響や、経済活動に対する負の影

響が十分に考慮されておらず、人間の安全保障の観点からの取り組みについて、有効な施策を提

示できない状況が現在まで続いている。こうした状況から、住民生活と両立可能な森林保全・管

理の実現のため、農業生産性の改善の取り組みを含む持続的な生業戦略と自然資源管理に係る研

究の実施が、強く求められている。

カメルーンの研究・教育機関である、チャン大学、ヤウンデ第一大学、ドゥアラ大学は、十

数年にわたり、京都大学とともに農業分野の研究や非木材森林資源（Non-Timber Forest Products：
NTFPs）利用の研究、農村調査等を行い、連携した研究への取り組みを培ってきており、これま

でに形成された共同研究体制を基に、2009 年度、カメルーンよりわが国政府に対し、科学技術

協力プロジェクトの要請を提出し、採択された。

同プロジェクトは、森林地域とその周辺地域において重要な作目であるキャッサバの生産改善

と生産されたキャッサバの加工・販売活動の改善、NTFPs の持続的利用方法の確立、土壌 - 植物

間の養分動態の分析等の取り組みにより、自然資源保全と住民生計向上の両立を可能とする自然

資源活用のシステムの構築を目標とするものである。

要請の採択を受け、JICA は本プロジェクトの詳細計画策定に係る調査団を派遣し、調査の結果、

森林保護には、その周辺部における農業を持続化・安定化させ、農耕民の森林帯への侵入を防ぐ

とともに、住民の貧困削減のため農業生産の拡大が求められるが、耕地面積の拡大は、更なる森

林破壊を招くため、農業の集約化と持続化を図りつつ、技術水準と生産性を向上する必要性が確

認された。

コンゴ盆地の住民は、生活必要物資を NTFPs に依存した生活を営んでおり、世界銀行発表の

試算によれば、NTFPs の潜在的価値は、木材伐採がもたらす収入の 10 倍以上に達する。さらに、

NTFPs の利用は、現在議論されている森林減少・劣化からの温室効果ガス排出削減（Reducing 
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Emission from Deforestation and Degradation：REDD）による森林保全計画とも両立することから、

森林保全を地域住民の利益に結びつけることを明確に意識した開発計画が求められている。

こうした背景の下、本プロジェクトは、科学技術・革新省（Ministry of Scientific Research and 
Innovation：MINRESI）及び国立農業開発研究所（Institute of Agricultural Research for Development：
IRAD）をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、2011 年 7 月より 5 年間の予定で実

施されており、長期専門家 1 名（業務調整）のほか、農業、森林、土壌等の分野の短期専門家を

派遣中である。

今般、プロジェクトが、全体協力期間の中間時点に達したことから、これまでの活動実績、成

果を評価、確認するとともに、終了時までのプロジェクト活動に対する提言、及び今後の類似事

業の実施にあたっての教訓を導くことを目的として、中間レビュー調査が実施された。

１－２　調査団の構成と調査期間

中間レビュー調査は、本邦からの調査団員とカメルーン政府レビューメンバーからなる合同

チームによって 2013 年 11 月 15 日から 29 日の 15 日間（現地調査期間）にわたり実施された。

合同レビューチームメンバーの構成は、以下のとおり。

（1）カメルーン側メンバー

調査団での担当 氏　名 所　属

リーダー Dr. DONGMO Thomas 科学技術 ･ 革新省　科学・技術協力部　部長

メンバー Mr. Salah Marcel 森林野生動物省　非木材森林資源課職員

メンバー Mr. Abessolo Pierre 農業 ・ 農村開発省 プロジェクト協力研究室　室長

メンバー
Mrs. OBAMA  
Albertine Liliane

経済 ･ 計画 ･ 地域開発省　協力部

（2）日本側メンバー

担当分野 氏　名 所　属 現地調査期間

団長 / 総括 栗栖　昌紀 JICA 農村開発部乾燥畑作地帯第二課課長
2013 年 11 月 24 日～

11 月 29 日

評価分析 東野　英昭
株式会社レックス・インターナショナル

シニアコンサルタント

2013 年 11 月 15 日～

11 月 29 日

計画管理 椎名　卓
JICA 農村開発部乾燥畑作地帯第二課ジュ

ニア専門員

2013 年 11 月 15 日～

11 月 29 日

オブザーバー 浅沼　修一

科学技術振興機構　研究主幹

名古屋大学農学国際教育協力研究センター

教授

2013 年 11 月 19 日～

11 月 28 日

オブザーバー 梅村　佳美
科学技術振興機構地球規模課題国際協力室

調査員

2013 年 11 月 19 日～

11 月 28 日
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１－３　調査日程

調査日程は、付属資料 1「合同中間レビュー報告書（英文）」の ANNEX I に示されたとおり。

１－４　主要面談者

現地調査期間の主要面談者リストは、付属資料 2 に示した。

１－５　対象プロジェクトの概要

（1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）

カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺地域において、持続的な土地利用と自然資

源保全の方法が示される。

（2）プロジェクトの成果（アウトプット）

成果 1： 森林破壊と耕地の外延的拡大を伴わない持続的な農業生産・加工・販売システム

の備えるべき条件が明らかにされる。

成果 2： プロジェクトの活動サイトにおける野生動物を含む NTFPs の生態、利用実態等に

関する基礎的データ、及びその潜在力と持続性の評価に基づいて、住民組織によ

る NTFPs 利用体制のモデルが確立される。

成果 3： 森林、森林 - サバンナ境界域の土壌 - 植物間の養分動態を明らかにすることによ

る生態系の合理的、持続的利用のためのガイドラインが策定される。

（3）活動

1-1  Ebolowa と Bertoua のプロジェクトサイトに、現地適応技術を用いた調査拠点を設置・

整備する。

1-2 土のう垣による土壌浸食防止効果の実証試験を行う。

1-3 キャッサバ改良品種導入による増収効果を評価する。

1-4  テラス造成、及び耕運機を用いた草種すき込みによる土壌肥沃度増進効果と休閑期間

短縮について検証する。

1-5  社会学的な村落調査を通し、キャッサバの加工、販売のための農民グループを組織化

する。

1-6 現地の伝統的なキャッサバ加工・保存の方法を分析する。

1-7  主にキャッサバ由来の現地の酒類・飲料について、その販売可能性を含む広域調査を

実施する。

1-8 現地の実情に基づき設計されたキャッサバ加工施設を建設・試験稼動する。

1-9  キャッサバ加工品について、マーケティング調査に基づく生産・販売体制を試行的に

構築する。

1-10  キャッサバ生産に係る調査成果を基に、森林帯における持続的農業技術の方法を試行

する。

2-1 ヨカドゥマのプロジェクトサイトに調査拠点を設置する。

2-2 NTFPs の利用実態調査を行う。
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2-3 NTFPs を対象とする分布、現存量、採取圧に関する生態調査を実施する。

2-4 NTFPs のインベントリー、データベースを作成する。

2-5 NTFPs の成分分析を行う。

2-6 住民参加型マッピングを実施する。

2-7 社会調査を基礎にした住民組織と資源利用の調整取り組みを行う。

2-8 既存施設の展示・広報機能を強化する。

2-9 森林 - サバンナ境界域において NTFPs 評価法を試行する。

3-1 土壌気象観測システムによる土壌 - 植物間の物質動態を解明する。

3-2 土壌鉱物、肥沃性に関する広域調査を行う。

3-3 土壌微生物動態の解析に基づく土壌有機物の管理モデルを構築する。

3-4  生態系モデルに基づく森林帯及び森林 - サバンナ境界域における持続的な資源利用戦

略を提言する。

（4）実施期間

2011 年 7 月 13 日～ 2016 年 7 月 12 日（5 年間）

（5）対象地域

東部州・南部州

（6）カウンターパート機関

科学技術・革新省（MINRESI）、国立農業開発研究所（IRAD）、チャン大学、ドゥアラ大学、

ヤウンデ第一大学
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第２章　中間レビュー調査の方法

２－１　レビュー調査の視点と手法

本中間レビュー調査は、「新 JICA 事業評価ガイドライン　第 1 版」（2010 年 6 月）に沿って、

JICA プロジェクトのマネジメント・ツールとして用いられる「プロジェクト・デザイン・マト

リックス（PDM）」に基づき、以下の手順で実施した。

（1）プロジェクトの現状把握・検証（投入・実績・実施プロセスの確認）

（2）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）による進捗レビュー

（3）上記評価結果に基づく今後の活動に対する提言の取りまとめ

２－２　調査項目と方法

２－２－１　調査項目

本レビューの主な調査項目は、以下のとおりであった。

（1）プロジェクト実績の確認

プロジェクトの投入実績、活動実績、アウトプット（成果）の現状、プロジェクト目標

の達成見込みを確認、検証した。

（2）プロジェクト実施プロセスの確認・検証

プロジェクト活動を円滑にするための工夫、モニタリングの仕組みの有無、プロジェク

ト関係者（日本人専門家、カメルーン C/P スタッフ、その他プロジェクト関係者）間の連

携状況などを確認した。

（3）評価 5 項目の視点からの分析

プロジェクトの実績と実施プロセスの確認・検証を通して収集した情報を基に、以下に

示す評価 5 項目の視点からプロジェクトを評価した。

項　目 定　義

妥当性

プロジェクトのめざしている効果 （プロジェクト目標や上位目標） が受益者のニーズ

に合致しているか、 問題や課題の解決策として適切か、 被援助国及び日本側の政

策との整合性はあるか、 プロジェクトの戦略 ・ アプローチは妥当か、 公的資金である

ODA で実施する必要があるかなどといった 「援助プロジェクトの正当性 ・ 必要性」 を

問う視点。

有効性

プロジェクトの実施により本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされて

いるのか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。プロジェクト目標は達

成される見込みか、それはプロジェクトのアウトプットの結果もたらされる見

込みか、プロジェクト目標に至るまでの外部条件の影響はあるか、有効性を貢

献・阻害する要因は何か等を分析する。
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効率性

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されてい

るか（あるいは、されるか）を問う視点。プロジェクト目標の達成度はコスト

（投入）に見合うか、より低いコストで達成する代替手段はなかったか、プロジェ

クトの実施プロセスの効率性を阻害・促進する要因は何か等を分析する。

インパクト

プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果

（上位目標の達成度を含む）を見る視点。予期していなかった正・負の効果・

影響を含む。

持続性
援助が終了してもプロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは、

持続の見込みはあるか）を問う視点。

２－２－２　評価グリッドの作成と情報・データの収集

上記の調査を実施するに先立ち、評価項目に沿った評価設問を設定した。それぞれの評価設

問に対して、必要な情報・データ、その情報源や収集方法について検討し、この結果を付属資

料 1「合同中間レビュー報告書（英文）」の ANNEX4 に示した評価グリッドを作成した。本調

査のための情報・データの収集は、作成した評価グリッドに沿って実施した。

具体的な情報・データの収集方法は、以下のとおり。

（1）既存資料のレビューと分析（文献調査）

プロジェクトに関する資料（詳細計画策定調査報告書、プロジェクト進捗報告書等）をレ

ビューし、分析に活用した。

（2）プロジェクト関係者への質問票（アンケート）調査

現地調査に先立ち、プロジェクト関係者（カメルーン C/P）を対象に、プロジェクトの実績、

実施プロセス、評価 5 項目に関する質問票を作成、配布・回収し、結果を分析に活用した。

（3）プロジェクト関係者に対するインタビューの実施

現地調査中は、可能な限り関係者（C/P、日本人専門家、MINRESI 次官、IRAD 所長）並

びに受益者（対象地域の住民など）に面会し、報告書や質問票から得られない情報の補完的

な収集に努めた。

（4）現場視察

プロジェクト対象村落において、活動、施設、供与資機材の維持管理等の現状を視察・確

認した。

２－２－３　中間レビューに用いた PDM
本プロジェクトの基本計画を示す PDM については、R/D 署名時に作成した暫定のバージョ

ン（Ver. 1）が、合同調整委員会（JCC）では取り上げられないままこれまでに至っていた。本

中間レビュー調査は、便宜上、Ver. 1 に基づき実施され、レビュー調査終了時に開催された第

5 回 JCC にて PDM（Ver.1）が承認された。PDM の英語版は「合同中間レビュー報告書」の

ANNEX2、日本語版は、付属資料 3 として添付した。
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第３章　プロジェクトの実績と実施プロセス

３－１　投入実績

３－１－１　日本側

（1）専門家派遣 長期専門家（業務調整員）（2013 年 11 月末現在の実績）

延べ 2 名（31.4 人 / 月：2011 年 7 月 17 日〜 2013 年 7 月 10 日まで

/2013 年 7 月 18 日から現在まで）

短期専門家（研究者）

延べ 28 名（113.6 人 / 月）〔詳細は、「合同中間レビュー報告書（英）」

ANNEX 5〕

（2）本邦研修 現在まで 5 名の C/P が本邦研修に参加した。〔詳細は、「合同中間レ

ビュー報告書（英）」ANNEX 6〕

（3）供与資機材 供与機材の総額：およそ 4,170 万円。〔2.09 億セーファーフラン

（FCFA）。交換比率は FCFA1.0=JPY0.2 を使用〕主な供与機材として

は車両、コンピュータと周辺機器、実験室用機材〔詳細は、「合同

中間レビュー報告書（英）」ANNEX 7〕

（4）現地業務費支援 現地業務費：総額およそ 4.19 億 FCFA（8,380 万円 / 交換比率は

FCFA1.0=JPY0.2 を使用）

３－１－２　カメルーン側

（1）C/P 配置 2013 年 11 月末現在、28 名の C/P が配置されている。内訳は、プロジェ

クト・ダイレクター / プロジェクト・マネジャー / 副プロジェクト・

マネジャーと研究分野の C/P25 名。〔詳細は、「合同中間レビュー報

告書（英）」ANNEX 8〕

（2）建物 / 設備 / 土地等 以下の投入が行われた。

・  プロジェクト・マネジャー、業務調整員（長期専門家）とプロジェ

クトスタッフの執務室。

・  IRAD 内の倉庫（ヤウンデ市内）

・  フィールドステーション用地：Gribé 村（約 0.3 ha/IRAD 所有）

・  キャッサバ試験栽培用地：Bityili 村
・  キャッサバとプランテイン試験圃場（1ha/ 住民グループ所有地

Mékoto・ Tyele・ Mikon-Mingon, Ebolowa）
・  フィールドステーション用地：Andom 村（0.15ha/IRAD 所有）

・  キャッサバ試験圃場 4 カ所：Andom 村（各 0.7ha）

（3） プロジェクト活動費

（C/P ファンド）

・  2012 年より C/P ファンドによる活動費を負担した。研究施設改

善、C/P の手当、光熱費、重機備品、車両と燃料など）

・  C/P ファンドは 2012 年度、2013 年度にそれぞれ、およそ 1.5 億

FCFA（3,000 万円）、5,000 万 FCFA（1,000 万円）であった。

３－２　プロジェクト活動の進捗

中間レビュー時点でのプロジェクト活動は、おおむね順調に行われている。各活動の具体的な

進捗については、以下の成果（アウトプット）の達成状況のなかで適宜言及した。
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３－３　成果（アウトプット）の達成状況

アウトプットの達成状況はの表３－１に取りまとめたとおりである。中間レビュー時点では、

全体としてアウトプットの達成状況は妥当なものである。

表３－１　成果（アウトプット）の達成状況

アウトプット 1 指　標 現　状 進捗の度合

森林破壊と耕地の外

延的拡大を伴わない

持続的な農業生産・

加工・販売システム

の備えるべき条件が

明らかにされる。

1-1：持続的な生

産システム

1） 試験圃場にお

ける、土のう垣

設置による土壌

浸食防止効果の

データが獲得さ

れ、インフラ整

備マニュアルが

作成される。

・ 2010 年～ 2012 年にかけて Andom 村の 3 カ所

のキャッサバ試験区画で土壌浸食と降雨流出

を測定した。 
・ 流出量と土壌堆積の計測を 2010 年 7 月 5 日〜

7 月 23 日、9 月 24 日〜 11 月 22 日の期間に実

施した。 
・  2010 年の調査によると 3.4 〜 9.9% の降雨が

表面流出として失われるが、流出係数の変動

幅はかなり大きい（雨期に高く、乾期には低

い）。

・  土壌流出（堆積）は年間推定量 0.5 〜 2.8 kg/
m2、キャッサバ試験区画では比較的大きな値

を得た。 
・  礫を詰めた土のうにより休耕区画と同程度の

流出係数を維持でき、土壌の流出を 26 ～ 74% 
減少させることが分かり、有効な手段である

ことが確認された。 
・  費用 / 便益分析の結果を反映したインフラ整

備マニュアルを 2014 年に作成する予定。

進行中 
（予定どおり）

2） 試験圃場にお

ける、キャッサ

バ改良品種導入

による実証デー

タが集積される。

・  Andom と Bityili 村では、これまでに、試験栽

培がそれぞれ 2 回と 1 回行われた。

・  キ ャ ッ サ バ の 改 良 品 種〔8034 （IRAD）, 
TMS96/1414, TMS92/0326 （IITA）〕 の収量データ

が得られた。 
・  Andom 村では改良品種の収量はローカル品種

の 3 倍に達した。

・  Bityili 村では改良品種の収量はローカル品種

の 1.4 倍であった。 

進行中 
（予定どおり）

3） キャッサバ試

験圃場における、

耕 地 の テ ラ ス

化、カバークロッ

プ導入、耕運機

すき込みによる

増収効果の実証

データが集積さ

れる。

・  被覆作物による収量データを収集中。 
・  Andom 村では、マメ科の被覆作物 （Pueraria 

sp.）による 2 年間の休閑試験ののち、同圃場

での栽培試験が開始された。 
・  Bityili 村では、同様の試験が 2014 年に予定さ

れている。 
・  Andom と Bityili 村では根粒細菌 （Rhizobium） 

が採取され DNA 解析が進められている。

・  根粒菌株は単離された後、アセチレン還元能

による優良株の選別が行われ、2014 年の作付

け期に接種試験を行う予定である。 

（計画に対し

て遅れがみら

れる。）

4） 森林帯におけ

る（持続的）栽培

技術に関する実

証データが集積

される。

・  Gribé 村におけるキャッサバ改良品種の試験

栽培は 2013 年 10 月に実施された。 
進行中

 （予定どおり）
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5） 持続的農業生

産のためのガイ

ドラインが作成

される。

・ 持続的農業生産のためのガイドラインはプロ

ジェクトの後半で作成される予定。

———

1-2：キャッサバ

の加工とマーケ

ティングシステ

ム

1） キャッサバ在

来加工品の市場

調査の分析結果

が得られる。

・ 2012年 9月〜 2013年 1月にかけて、Bityili 村で、

森林サバンナ地域の農業・社会慣習を明らか

にするために、Focus Group Discussion と住民

集会を通じたベースライン調査が行われた。 
・ この調査により①村落の基本情報、②社会・

人口データ、③農業活動と阻害要因などの情

報が得られ、以下の点が明らかとなった。

‐ 農業が村の主要な経済活動であり、特に女

性にとって、キャッサバが重要な収入源と

なっている。キャッサバは個人レベルで、

伝統的な方法で加工されている。

‐ 世帯の歳入はカカオと、キャッサバをは

じめとする食料作物の販売を通じて得られ

る。 
‐ キャッサバは新塊茎、fufu （お湯でのり状に

したキャッサバ粉） 、乾燥チップ、発酵ペー

スト（wet fufu や bobolo）、あるいは baton de 
manioc（細長い形状のちまき）、デンプンな

どの製品に加工される。  
‐ 加工作業は、エボロワの土曜市で販売する

ために週に一度程度の頻度で行われる。 
‐ キャッサバ製品の需要は高く、隣国のガボ

ンから生産者に直接買い付けに来る場合も

ある。

・ 村人の生活におけるキャッサバの社会経済的

な重要性を評価するために、生産、加工、販

売（マーケッティング）などの詳細なデータ

を分析中。 

進行中 
（予定どおり）

2） キャッサバ加

工食飲料品の分

析結果が得られ、

加工品が選定さ

れる。

・ キャッサバの品種、栽培期間（3、9、15 カ月）、

乾燥方法（天日干し、電熱）、水浸発酵の有無

によるデンプンの性質の変化について、デン

プンゲルの固さ、凝集性、付着性をパラメー

タとして用いた分析が行われた。 
・ その結果、水浸発酵処理によって、キャッサ

バゲルがより固く、安定性を増し、クスクス

の食材に適していることが明らかとなった。

・ また、デンプンゲルの固さは、キャッサバ品

種と栽培期間によって異なることがわかり、

乾燥施設の最終生成物の設定に関して重要な

示唆を与えた。

・ Andom 村で、地酒生産にかかわる社会・経済

的な調査と分析が行われた。 Andom 村では、

数種の地酒が製造・販売されており、ヤシ酒

に加えて、蒸留キャッサバ酒の割合が大きい。 
・ キャッサバの高付加価値化としての酒類の

販売は、女性の現金収入の増大に大きな可能

性を与えるため、単離酵母の諸性質の解析な

どを通じた醸造法の改良を行い、現地試験を

行った。 

進行中 
（予定どおり）
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・ これらの活動の結果、キャッサバ酒の醸造の

最適条件を特定し、2013 年 9 月、“Handbook 
for investigation on indigenous alcoholic beverage 
production in Cameroon”が作成され、2014 年 4
月に発行される予定である。

3） 選 定 さ れ た

キャッサバ加工

品の簡易加工施

設 が 建 設 さ れ、

加工施設の処理

能力、運営コス

ト、労働投入量

データが集積さ

れる。

・ Bityili 村では 2013 年 6 月にキャッサバの簡

易加工施設が完成した。 
・ 2013 年 8 月 に は、 加 工 用 設 備 （ 皮 む き

機（grater）、 破 砕 機（grinder）、 脱 水 機

（compressor） が設置され、加工試験が行わ

れ、600 袋の wet-fufu が生産された。 
・ 破砕機の稼働時の騒音、排気対策が、次の

収穫期（2014 年 2 月）までに必要となって

いる。

・ キャッサバ加工の費用・便益分析が行われ

ている。

・ Andom 村では、キャッサバ乾燥ユニットが

建設中である。 

進行中

（計画に対し

て遅れがみら

れる。）

1-3：生産システ

ム普及のための

文書・記録化

1） 加工施設の運

営・加工品の販

売のための共同

組合組織の規約

が策定される（共

同組合メンバー、

運営規約）

・ Bityili と Andom 村では 2012 年に参加村落グ

ループが特定された。

・ また Bityili と Andom 村では FOSAS 村落委員

会が結成されている。 
・ 組合組織の規約は、現時点では、まだ作成さ

れていない（加工工場での活動が軌道に乗っ

た時点で、規約を正式に定める予定である） 。

進行中 
 （計画に対し

て遅れがみら

れる）

2） コスト計算に

基づく販売シス

テムモデルが構

築される。

※ 最 終 的 に は、

50% の キ ャ サ ッ

バの生産性向上

とそれに従事す

る人々の 50% の

収入向上をめざ

す。

・ 販売システムは Bityili と Andom 村でのコスト

計算に基づいて構築される予定。現時点では

未着手。

———
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アウトプット 2 指　標 現　状 進捗の度合

プロジェクトの活動

サイトにおける野生

動物を含む非木材森

林 資 源（NTFPs） の

生態、利用実態等に

関 す る 基 礎 的 デ ー

タ、及びその潜在力

と持続性の評価に基

づいて、住民組織に

よる NTFPs 利用体制

のモデルが確立され

る。

2-1：NTFPs 利 用

実態に関する実

証データが集積

される。

・  2011 年と 2013 年、Gribé 村において、NTFPs
の植物民族学調査が行われ、標本収集、種の

同定、伝承知識、世帯収入における位置づけ

と市場向け要素の確認などがなされた。

・  調査結果に基づき、2014 年～ 2015 年にかけ

て、森林のもつ潜在力を評価するとともに展

示 / 普及活動を実施する予定である。

・ GPS による資源分布地図が 2013 年 8 月に作成

された。

・  参加型資源地図（主に果樹）を作成中。

進行中

（予定どおり）

2-2：NTFPs の 生

態学的データが

集積される。

・  NTFPs の主要種が 2011 年に同定され、それ

らの分布、バイオマス量、採集圧力などにつ

いての調査が実施され、以下の調査を実施し、

データを集積中である。

‐ 2013 年 9 月、トランセクト法による調査が

終了。

‐ 10 種類の植物について再生更新状況の調査

実施中。

‐野生のヤムイモの収量データ取得中。

‐NTFPs の分布地図が作成完了。

‐ 野生動物の密度分布、狩猟圧力データ収集

中。

‐Gribé 村の耕作地と森林の境界図作成中。

・  2013 年 8 月現在、650 の標本が収集され、『カ

メルーン熱帯雨林のつる植物ハンドブック』

（“Handbook for Lianas of Tropical Rainforest of 
Cameroon”）が作成された。

進行中

（予定どおり）

2-3：NTFPs 成 分

分析表が作成さ

れる。

・ NTFPs の化学成分分析は、サンプル収集、保存、

分析の各手法の見直しが行われたために、活

動が保留されていた。2013 年の 9 月に Gribé
村でサンプリングが開始された。

進行中

（計画に対し

て遅れがみら

れる。）

2-4：NTFPs の イ

ンベントリ及び

データベースが

作成・構築され

る。

・  データベースシステム AFlora（An On-Line 
Database for Plant Utilization Information of Africa）
が 2011 年にプロジェクトに導入された。

・  プロジェクトの研究者を対象とした、同シス

テムの利用に関するセミナーが 2012 年 8 月に

開催された。

・ 2013 年 11 月現在、 NTFPs に関する 950 項目の

データがシステムに登録されている。

・  MINRESI とプロジェクト間で、一般公開の問

題も含め、データベースシステムの利用につ

いて方針を定める必要がある。

進行中

（計画に対し

て遅れがみら

れる。）
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2-5：森林資源利

用管理のための

住民組織の活動

の記録が蓄積さ

れる。

・  2011 年、組織化対象グループ、参加意向を示

した住民についての調査が実施された。

・  2012 年～ 2013 年にかけて、住民、組織、森

林利用についての社会学的調査を実施。野生

のマンゴ−を含め、njansan、 ginba 等の適切な管

理と収穫、収入の向上を目的とする、既存の

女性グループへの支援を 2012 年末から開始。

・  持続的森林管理のための生態学的データ整

理、参加型マッピングの分析、資源利用地域

の調整、共同資源利用権の承認等、2014 年～

2015 年に行うことが予定されている。

進行中

（予定どおり）

2-6：NTFPs 利 用

に基づく持続的

森林管理モデル

が構築される。

・  NTFPs 利用に基づく持続的森林管理モデル構

築はプロジェクト期間の後半で行われる。

———

アウトプット 3 指　標 現　状 進捗の度合

森林、森林 - サバン

ナ境界域の土壌 - 植
物間の養分動態を明

らかにすることによ

る生態系の合理的、

持続的利用のための

ガイドラインが策定

される。

3-1：土壌気象観

測システムデー

タ及び、土壌、土

壌溶液分析デー

タが集積される。

・  土壌 / 気象モニタリング機器を Bertoua と

Ebolowa 地区に、それぞれ 2010 年、2011 年に

設置した。 また、森林とサバンナ地区の土壌

を用いて、土壌 - 植物間の養分動態の調査を

実施した。

・  持続的農業生産研究チームと協働して、森林

とサバンナの植生回復のモニタリング（2012
年）、及び異なる土壌管理条件の区画における

土壌 - 植物館の養分動体モニタリングの実施

（2013 年）

・ 土壌 - 植物間の養分動態の定量的分析が行わ

れ、2013 年 8 月にはほぼ完了した。気象及び

土壌 - 植物間の養分動態データについては継

続して集積中である。

進行中

（予定どおり）

3-2：キャッサバ

試験圃場におけ

る土壌微生物動

態解析に基づく、

土壌有機物管理

モデルが構築さ

れる（学術的に

承認される）。

・ 土壌鉱物、肥沃性に関する広域調査が実施さ

れ、東部—東南部、中部—北部の調査が終了した。

現在、南部地域の土壌分析が実施されている。

・ Bertoua と Ebolowa 地域での微生物活動の計測

が 2012 年に開始される予定であったが、土壌

微生物学を専門とする C/P がプロジェクトを

離れたことによって調査活動が中断されてい

る。

・ 土壌微生物動態解析に基づく、土壌有機物管

理モデル構築のために、後任の C/P の配置を

遅滞なく行うことが必要である。

進行中

（計画に対し

て遅れがみら

れる。）

3-3：生態系の合

理的、持続的利

利用のガイドラ

インが作成され

る。

・ 森林地域及び森林—サバンナ境界地域の両者

に関する生態系の合理的、持続的利利用のガ

イドラインは 2015 年をめどに作成される予定

である。

———
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３－４　プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標： カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺地域において、持続的な土

地利用と自然資源保全の方法が示される。

指標：持続的な環境利用と生業システムに関するデータとその解析結果が得られる。

プロジェクト活動は、全般にわたって順調に行われており、4 つの研究チームによるデータの

収集と分析を通じて、プロジェクトの後半には、以下の 3 つのアウトプットの達成が期待できる。

① 　森林破壊と耕地の外延的拡大を伴わない持続的な農業生産・加工・販売システムの備える

べき条件の明確化：持続的農業サブグループ / 食料サブグループ

② 　プロジェクトの活動サイトにおける野生動物を含む非木材森林資源（NTFPs）の生態、利

用実態等に関する基礎的データ、及びその潜在力と持続性の評価に基づいて、住民組織によ

る NTFPs 利用体制のモデルの確立：非木材森林資源サブグループ / 食料サブグループ

③ 　森林、森林 - サバンナ境界域の土壌 - 植物間の養分動態を明らかにすることによる生態系

の合理的、持続的利用のためのガイドライン策定：土壌—生態系サブグループ

中間レビュー調査の時点では、プロジェクト目標「カメルーン南部州、東部州の森林帯とその

周辺地域において、持続的な土地利用と自然資源保全の方法が示される」を実現するための条件

が整いつつあると判断する。

３－５　実施プロセス

３－５－１　会議

プロジェクトの円滑な運営と関係者間の情報の共有のために、運営委員会（Steering 
Committee Meeting）が、これまでに 4 回開催された。

表３－２　運営委員会会議

開催日 会議名 参加者数

2011 年 4 月 23 日 第 1 回運営委員会会議 25

2012 年 2 月 29 日 第 2 回運営委員会会議 20

2012 年 10 月 22 日 第 3 回運営委員会会議 26

2013 年 4 月 4 日 第 4 回運営委員会会議 16

2013 年 11 月 28 日 第 5 回運営委員会会議 （予定） ————

また、チームリーダー会議が、これまでに 6 回開催されている。

３－５－２　広報活動

以下の広報活動が実施された。

・ 2011 年 8 月にプロジェクトの紹介のための小冊子が作成され、セミナーやワークショップ

参加者などに配布された。
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・ プログレスレポート（2011 年 /2012 年）

・ プロジェクトのウェブサイト：京都大学アフリカ研究センター運営（http：//www.fosas.africa.
kyoto-u.ac.jp/english/indexenglish.html）

・ プロジェクト活動シリーズ“No.1, A Report on Cassava Science Day：Cassava Performance under 
different soil management” を 2013 年 2 月に発行。No.2 及び No.3 を 2014 年に発行予定。

３－５－３　セミナー・ワークショップ

セミナーとワークショップの開催実績は「合同中間レビュー報告書（英文）」の ANNEX 9 に

示すとおりである。

３－５－４　成果品

プロジェクトの成果品は「合同中間レビュー報告書（英文）」の ANNEX 10 に示すとおりで

ある。

３－５－５　促進・阻害要因

（1）促進要因

1）　京都大学のカメルーンでの研究活動経験

プロジェクトの協力研究機関である京都大学は、カメルーンにおいて長年にわたって研

究活動を展開してきており、カメルーン側研究者とのネットワークの構築、プロジェクト

の対象地域の状況に関する知見の蓄積がなされてきており、プロジェクトの円滑な実施体

制の構築と、研究活動の質の向上に貢献していると考えられる。

2）IRAD の経験

カメルーン側実施研究機関である IRAD も、プロジェクトの対象とする研究テーマにつ

いての知見を蓄積してきており、特にフィールド調査の面で、研究活動の円滑な実施に貢

献した。

3）他機関との連携

プロジェクト対象地域、あるいは周辺地域で活動する国際機関（IITA、CIFOR、
PNDRT、 WWF 等）やローカル NGO 等との連携が、プロジェクトの研究テーマに関するデー

タや情報へのアクセスを容易にし、プロジェクトの進捗を促進した要因となった。

4）地域住民の参加

地域住民のプロジェクト活動への積極的な参加も、促進要因の 1 つとして挙げられる。

（2）阻害要因

1）複雑なプロジェクト実施体制

本プロジェクトは日本・カメルーン国側双方とも、管理体制・手続きの異なる複数の組

織の参加を得て実施されており、関係者の数も多数にのぼる（延べ 28 名の日本人専門家

が派遣され、カメルーン側 C/P は 2013 年 11 月末時点で 28 名）。加えて、おのおのの研究テー

マを扱う研究チームごとに異なる研究アプローチが取られるなど、プロジェクト管理が複

雑であった。
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2）経費支払い手続きの変更

2012 年に C/P 予算が確保され、カメルーン側の研究者の活動経費は、C/P 予算による負

担となった。これに伴い、経費の申請・支払い手続きも変更された。カメルーン側研究者

（主に大学関係者）が、申請手続きに不慣れであり、書類不備などから経費支払いが滞り、

プロジェクト活動の遅れを招いた時期があった。
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第４章　レビュー結果

合同レビューチームは、関係者（C/P と政府職員）への質問票とインタビュー、協議、現場視

察などを通じて得た情報とその結果を基にして、プロジェクトの妥当性、有効性、効率性、イン

パクト、持続性について以下のとおり、レビュー結果を取りまとめた。

４－１　妥当性

以下の理由から、プロジェクトの妥当性は高いものと判断する。

（1）カメルーンの政策との整合性

カメルーン政府は、開発パートナー機関の支援を得て、2003 年に森林 ･ 環境セクタープ

ログラム（Forest Environment Sector Program：FESP）を策定した。本プロジェクトは、FESP
の枠組みのなかで策定された。

2009 年に策定された「雇用と成長のための戦略文書（2010/2020）」では、 「生産基盤とし

ての天然資本を、より良く、かつ、持続的に利用すること」が生産システムの近代化を達成

する地方開発戦略のなかに挙げられている。

同様に、2005 年〜 2015 年を対象とした「農村開発戦略」では、以下の目的が、戦略を構

成する四本柱の下に掲げられている。

①　政府 ･ 民間の組織強化 ･ 人材開発

②　バリューチェーン生産性の改善と競争力の強化

③　農村の社会基盤と農業生産手段の近代化

④　持続的な天然資源管理

さらに、コンゴ盆地の熱帯雨林の保護と持続的な利用のために、地球規模課題の国際協力

の枠組みの下でさまざまな試みがなされており、その 1 つとして、カメルーン政府は、2012
年に REDD+ の戦略計画を策定している。

1

（2）受益者のニーズとの整合性

カメルーンは人口増加率が年率 2.1％（2010 年～ 2015 年）
2
と高く、食料生産（食の安全保

障）と環境問題の両立のために、効率的 ･ 効果的な農地の利用を通じた、持続的な農業生産

システムの確立が求められている。

本プロジェクトは、カメルーンの一部で進められている農業の企業化を避け、地域で最も

重要な伝統的作物と考えられているキャッサバに焦点を当て、環境保全に配慮した対策を通

じて小規模農家の農業生産性向上をめざす点で、住民のニーズと合致している。

NTFPs の利用については、過去にさまざまなプロジェクトが実施されてきているが、 その

多くは、森林保護のテーマの下に行う、NTFPsのインベントリー作成にとどまっている。一方、

本プロジェクトでは、NTFPs が住民の生計向上に果たす役割について、長期調査を通じて把

1
　  2013 年 3 月、世界銀行の森林炭素パートナーシップ基金はカメルーン政府の REDD+ Readiness Preparation Proposal（R-PP）を、

同国の開発の抑制と REDD+ による自然保護便益の享受に道を開く試みと評価し承認を与えた。REDD+ は同国の 2035 年構想の

ために「雇用と成長のための戦略文書」実現のツールとして認識されている。
2
　 出所：http：//data.un.org/CountryProfile.aspx?crName=CAMEROON
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握した住民の生計、民族による利用形態と価値観の差違なども考慮したうえで分析し、把握

しようとするものである。

（3）わが国の支援政策との整合性

2012 年 12 月に公にされた対カメルーン国別支援政策において、わが国政府は、COMIFAC
への専門家派遣を核として、森林資源管理とコンゴ盆地の保全のための支援を行うとしてい

る。 また、わが国は、2009 年から ITTO と連携して、環境プログラム無償を実施している。

４－２　有効性

プロジェクトの有効性は、以下の理由から、高い〜中程度であると判断する。

いくつかの活動が計画よりも遅れているが、全体としてみれば、プロジェクト活動は順調に進

められてきている。結果として、カメルーン、日本側の研究者により「森林 - サバンナの持続的

利用モデル」構築のために必要なデータが集積され、その分析が進められている。

したがって、プロジェクト目標の指標「持続的な環境利用と生業システムに関するデータとそ

の解析結果が得られる」は達成されつつあるといえる。

一方、レビューチームは、調査を進めるなかで、プロジェクト目標を最終的に達成するために

は、それぞれの研究テーマに携わる研究者間の連携に改善の余地があると認識した。

現在行われている、3 つのアウトプットに対応するそれぞれの研究成果を、プロジェクト目標

「カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺地域において、持続的な土地利用と自然資源保

全の方法が示される」に統合し、社会実装に結びつけるための行程表、あるいは戦略の共有が、

日本・カメルーン国側双方の研究者間で不足しているとの懸念がある。

中間レビュー調査以降、プロジェクト協力期間の後半では、研究グループ間の連携を向上させ

たうえで、更なるデータの集積と分析を進め、「カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺

地域において、持続的な土地利用と自然資源保全の方法が示される」ことが期待される。

４－３　効率性

プロジェクトの効率性は、以下の理由から、高い〜中程度であると判断する。

３－１で述べたように、日本側投入〔長期専門家（業務調整員）、短期専門家（研究者）、機材

供与、ローカルコスト支援〕は、ほぼ予定どおりに行われている。しかし、多様な研究分野をカ

バーするために投入の規模は大きくなった。

カメルーン側の努力により、2012 年からは、C/P 予算が確保され、活動の経費負担（研究施設

改善、C/P 給与、光熱費、車両と燃料等）が行われている。

2012 年の経費の申請・支払い手続きの変更時に、カメルーン側研究者（主に大学関係者）が、

申請手続きに不慣れであったため、書類の不備などから経費支払いが滞り、プロジェクト活動の

遅れを招いた時期があった。

アウトプットはおおむね順調に達成されつつあるが、上述したように、投入の大きさと、プロ

ジェクト管理上の課題があったことを考慮し、効率性は高い〜中程度とした。

４－４　インパクト

5 年間のプロジェクトの中間レビュー調査時の段階では、インパクトを評価するには時期尚早
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であり、以下には、予想されるインパクトについて簡潔に記述するにとどめる。

（1）技術面のインパクト

カメルーン側 C/P への技術移転は、これまで十分に行われてきている。 また、プロジェ

クトの下で開発された実用的な技術が、地域社会に大きな技術的インパクトをもたらすこと

が期待できる。

例えば、Andom 村でのインタビューでは、村長が、プロジェクト対象地域外の村落でも、

プロジェクトで導入したキャッサバの改良品種が普及し、栽培が開始されていると報告し

た。

長期的には、プロジェクトの技術的な成果が対象地域を越えて広がり、類似の気候、自然

条件下で生活するコンゴ盆地の住民に広く利用されることが期待される。

（2）環境面のインパクト

環境面では、以下のアウトプットに表現される形で、さまざまなインパクトがもたらされ

るものと期待される。

・持続的な農業生産、加工、マーケティングによる森林破壊と耕地の拡大の防止

・持続的な NTFPs の利用モデルによる地域コミュニティ開発

・ 森林と森林サバンナ境界域における合理的で持続的な生態システム利用のガイドライン

の策定

一方、キャッサバの優良品種の拡大によって、従来のローカル品種が駆逐され、単一栽培

に陥ってしまう事態は、環境に好ましくない影響を与える可能性が懸念される。

従来種の遺伝資源の保存にも留意をすべきである。

（3）社会・文化面のインパクト

カメルーンでは、キャッサバの耕作と加工は、主に家庭の主婦の仕事とされている。プロ

ジェクトによって、キャッサバ生産、加工、流通、販売の方法が確立され、世帯収入の向上

につながれば、女性の家庭内の地位向上に貢献するものと期待される。

（4）制度面のインパクト

プロジェクトによって、地域の資源の潜在力に見合った持続的な土地利用の方法が提示さ

れ、カメルーンの将来の土地利用とゾーニングシステムのあり方に影響を与える可能性があ

る。

４－５　持続性

インパクトの項で述べたように、中間レビュー時点で持続性を論じるのは、時期尚早である。

したがって、以下には、持続性の見込みについて簡潔に記述するにとどめる。

（1）政策面

プロジェクトはカメルーンの開発政策と高い整合性をもっている。したがって、中・短期

的には、プロジェクトの実施に対して、カメルーン側の関係省庁から、政策的な支援が得ら

れると期待できる。

実施機関である IRAD の所長からは、3 カ所のフィールドステーションの活動を、協力期
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間後も継続的に行うために、2014 年から、C/P 予算とは別途、IRAD の経常予算内で必要な

予算措置を行う予定であることが確認できた。

（2）技術面

カメルーン側 C/P への技術移転は、これまでおおむね順調に行われてきている。また。供

与資機材も適正に管理されているとの報告を受けている。また、プロジェクトは、対象地域

以外でも応用が可能な技術の開発を指向している。

例えば、プロジェクトでは、NTFPs の参加型マッピングを実施した。参加型で収集した情

報とデータ、共有した知識は、将来、地域の住民が持続的な森林資源管理を実行していくう

えで、利用可能なものである。

（3）制度面

村人の組織による農産物、あるいは NTFPs の加工と販売活動の実施とマネジメントが、

制度面での持続性を確保するうえでの重要なファクターとなる。

組織が公正で透明性の高い資金管理を行えるかどうか、プロジェクトの協力期間後半で留

意しつつ、支援していく必要がある。

（4）財政面

実施機関である IRAD の所長からは、3 カ所のフィールドステーションの活動を、協力期

間後も継続的に行うために、2014 年から、C/P 予算とは別途、IRAD の経常予算内で必要な

予算措置を行う予定であることが確認できたことは前述した。

しかし、プロジェクト期間の前半については、C/P 予算額の変動と執行の遅れが目立った。

協力期間後半の C/P 予算についても、状況の大幅な改善は期待できず、活動資金の安定的、

かつ適時の執行については不安が残る。
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第５章　結論

中間レビュー調査チームは、現地視察、C/P へのインタビューと質問票、関係者との一連の協

議などを通じて、2011 年 7 月から 2013 年 11 月までのプロジェクトの進捗を確認・分析し、評価

5 項目によるプロジェクトのレビューを実施した。

本プロジェクトは、複数の実施機関によって実施されており、複雑なプロジェクト管理業務へ

の対応等が原因となり、進捗が遅れ気味の活動もみられるが、全体としては、プロジェクト協力

期間前半の 2 年半において、プロジェクト活動は順調に進められてきている。

中間レビュー調査の時点では、プロジェクト目標「カメルーン南部州、東部州の森林帯とその

周辺地域において、持続的な土地利用と自然資源保全の方法が示される」を実現するための条件

が整いつつあると判断する。

一方、レビュー調査チームは、調査を進めるなかで、プロジェクト目標を最終的に達成するた

めには、それぞれの研究テーマに携わる研究者間の連携、並びに、住民のプロジェクトに対する

情報提供と理解に改善の余地があると認識した。 プロジェクトは、その研究成果を、協力期間

後の社会実装に結びつけるために実施されている。

現在行われている、3 つのアウトプットに対応するそれぞれの研究成果を、プロジェクト目標

「カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺地域において、持続的な土地利用と自然資源保

全の方法が示される」に統合し、社会実装に結びつけるための行程表と戦略を策定し、研究者間

のみならず、地域の住民とも共有を図ることが必要である。

プロジェクト協力期間の後半では、研究グループ間、地域住民との連携を向上させたうえで、

更なるデータの集積と分析を進め、「カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺地域におい

て、持続的な土地利用と自然資源保全の方法が示される」ことが期待される。

表５－１　評価 5 項目によるレビュー結果

評価 5 項目 レビュー結果 理由 / 留意事項

妥当性 高い

（＋）カメルーンの政策との整合性

（＋）わが国のカメルーン支援方針との整合性

（＋）受益者のニーズとの整合性

有効性 高い - 中程度

（±） アウトプットは順調に達成しつつあるが、計画遅れの活動が

ある。

（＋） プロジェクト目標達成の準備が整いつつある。

効率性 高い - 中程度

（＋） 日本側投入は質とタイミングの面で適切に行われたが、投入

規模は大きい。

（±） 予算確保の努力はみられたが、カメルーン側の予算執行は遅

れた。

インパクト
・さまざまな正のインパクトが期待できる。

・現在のところ負のインパクトはみられない。

持続性

（＋）政策との整合性が高いため、政策的な支援を期待。

（＋）C/P の能力の向上が図られている。

（±） 予算確保に前向きな姿勢は評価できるが、カメルーン側の予

算確保については懸念が残る。
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第６章　提言と教訓

６－１　プロジェクトに対する提言

（1）プロジェクト目標具現化のための戦略策定

プロジェクトは、これまで順調な進捗をみせている。しかし、前章でも述べたように、そ

れぞれの研究活動の結果を、プロジェクト目標の具現化に結びつけていく行程、あるいは、

戦略について、研究者間の共有が不足していると懸念される。

チーフアドバイザーと、プロジェクト・マネジャーが中心となり、今後 1 年（2014 年 11
月まで）の間に、3 つのアウトプットの下で行われている研究活動の成果を統合し、プロジェ

クト目標「カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺地域において、持続的な土地利用

と自然資源保全の方法が示される」を実現するための具体的な計画を、各研究者と緊密な連

携を通じて、策定し、共有すべきである。

プロジェクト目標の達成時には以下の要件を満たすモデルの提示が望まれる。

プロジェクト目標 森林 - サバンナの持続的利用モデルの必要要件

カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺

地域において、持続的な土地利用と自然資源保

全の方法が示される。

・ 地域コミュニティ組織による生産活動が、自

然資源利用のキャパシティの範囲内で行われ

る。

・ 人間の社会活動サイクルのなかで非再生自然

資源（土壌など）の保全が行われる。

・ 生態循環との整合性が保たれること。

（2）研究チームリーダー会議の実施

提言の（1）と関連し、持続的農業生産、NTFPs、食品、土壌の 4 チームの研究チームリー

ダー会議を、定期的に開催することを提言する。出席者は、カメルーン側の各研究チームの

リーダー及びプロジェクト・マネジャー、日本側の長期専門家（業務調整員）を中心に構成

し、日本側のチーフアドバイザーと研究チームリーダーも、カメルーン滞在時には、出席す

ることとする。

（3）地域住民のエンパワーメント

プロジェクトの持続性を確かなものとするためには、地域の住民が、プロジェクトの意図

を理解したうえで、積極的に参加することが不可欠な条件である。

しかし、現状では、地域住民はプロジェクトの目的を十分に理解していない様子がみられ

る。 よって、プロジェクトの後半では、地域の住民と、今まで以上の緊密なコミュニケーショ

ンを通じて、土地と自然資源の持続的な利用を可能にするためのエンパワーメントが求めら

れる。

カメルーン・日本国側双方の研究者は、プロジェクトの思想、目的、進捗などについて、

時間を割き、地域の住民に対する説明を行うべきである。

具体的には、以下の内容を検討すべきである。

・プロジェクト活動を簡潔に説明する立て札（看板）の設置
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・キャッサバ / プランティンなど栽培試験品種の立て札表示

・英語、フランス語、ローカル言語でのプロジェクトの説明資料の作成

・関係者を招いての公開活動日（Open Field Day）の開催

（4）中央アフリカ森林協議会（Central African Forests Commission：COMIFAC）との連携

森林資源の効果的な評価のために COMIFAC との連携を通じた情報共有を行うこと。

（5）森林・野生生物省の国立公園スタッフ（Eco-Guards）の活動への参加

Gribé 村の国立公園では、プロジェクトによる野生動物の活動のモニタリングが行われて

いる。これに関連し、森林・野生生物省から、暗視カメラによる動物の活動モニタリングを

含む技術移転が要望されている。

プロジェクトの成果の持続を担保するために、森林・野生生物省の現場レベルでの担当者

（Eco-Guards）との連携と活動への参加が必要と考えられる。よって、プロジェクトは、要

望に対応し、Eco-Guards を関連するセミナーやトレーニングに参加させることを検討すべき

である。

（6）AFlora（データベースシステム）の利用法検討

AFlora（On-Line Database for Plant Utilization Information of Africa）データベースシステム は、

2011 年にプロジェクトに導入され、現在までに NTFPs 関連の 950 項目のデータが登録され

ている。 しかし、データベースの利用と管理の方法については、明確な決定がなされてい

ない。

プロジェクトは、データベースシステムの利用目的、方法、管理ルールと責任者について、

2014 年の前半までに協議し決定すること。

（7）NTFPs 標本管理

プロジェクトにより、これまでに、およそ 650 の NTFPs 標本が作成されたが、保存方法、

保管場所など、管理の方法が明確に定められていない。

ダメージや損失のリスクを回避できるように、IRAD の監督の下に適切に保存・管理する

方法を決定するべきである。

（8）Bityili 村のキャッサバ加工機械の調整（修理）

Bityili 村のキャッサバ加工施設に設置された加工機械（破砕機）の運転時の騒音が大きく、

村人の作業中に聴覚器官にダメージを与える懸念があるため、調整あるいは修理が必要であ

る。また、排気管についても、適切な設置を検討する必要が認められる。次のキャッサバ収

穫時（2014 年 2 月）までに対応が求められる。

（9）Gribé フィールドステーションへの移動時の安全確保

ヤウンデから Gribé に至る経路中、Abong Mbang と Lomie 間の道路状況は、雨期とその前

後に悪化し、車両がぬかるみで動けなくなるなどの問題が頻発する。研究者が Gribé フィー

ルドステーションに移動する際には（その復路も）、事前に、Lomie 近隣の住民やドライバー
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から、道路状況に関する情報をできる限り入手すべきである。道路状況に問題が報告された

場合には、時間がかかっても迂回する、あるいは、計画を延期するなどの対応を検討するべ

きである。

６－２　カメルーン側に対する提言

（1）フィールドステーションの活動継続

カメルーン側は、2014 年の前半中に、プロジェクト協力期間終了後の 3 つのフィールド

ステーション（Bityili 村、Andom 村、Gribé 村）の利用法について具体的な計画を策定する

べきである。

当該の計画に基づき、2015 年以降の活動の効果的な継続のための予算確保に努めること。

計画策定には、現在、日本側の費用負担で雇用しているフィールドキーパーの雇用も含めて

検討すること。

（2）研究者の雇用

研究者の異動や活動からの離脱については、運営委員会（Steering Committee Meetings ）に

報告し、承認を得、また速やかな補充を行って、プロジェクトの活動に遅れが生じないよう

に配慮することが必要である。

６－３　日本側に対する提言

（1）食品科学分野の専門家派遣

食品チームの活動を促進するために、食品科学分野の専門家の追加派遣について検討する

ことが望ましい。

６－４　教訓

SATREPS 案件の計画策定時に、社会実装の方法とそのイメージを明確にして、関係者間で共

有することが望ましい。
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１． 協議議事録（M/M）及び合同中間レビュー報告書（英文）



－ 28 －



－ 29 －



－ 30 －



－ 31 －



－ 32 －



－ 33 －



－ 34 －



－ 35 －



－ 36 －



－ 37 －



－ 38 －



－ 39 －



－ 40 －



－ 41 －



－ 42 －



－ 43 －



－ 44 －



－ 45 －



－ 46 －



－ 47 －



－ 48 －



－ 49 －



－ 50 －



－ 51 －



－ 52 －



－ 53 －



－ 54 －



－ 55 －



－ 56 －



－ 57 －



－ 58 －



－ 59 －



－ 60 －



－ 61 －



－ 62 －



－ 63 －



－ 64 －



－ 65 －



－ 66 －



－ 67 －



－ 68 －



－ 69 －



－ 70 －



－ 71 －



－ 72 －



－ 73 －



－ 74 －



－ 75 －



－ 76 －



－ 77 －



－ 78 －



－ 79 －



－ 80 －



－ 81 －



－ 82 －



－ 83 －



－ 84 －



－ 85 －



－ 86 －



－ 87 －



－ 88 －



－ 89 －



－ 90 －



－ 91 －



－ 92 －



－ 93 －



－ 94 －



－ 95 －



－ 96 －



－ 97 －



－ 98 －



主要面談者リスト 

2-1 カメルーン側 

氏名 所属先・職位 
1. Ms. EBELE ETAME Rebecca 

Madeleine 
MINRESI 次官 

2. Dr. DONGMO Thomas MINRESI 科学技術･革新省 科学・技術協力部 部長  
3. Dr. Noe Woin IRAD 所長 (FOSAS プロジェクトダイレクター) 
4. Dr. FOAHAM Bernard FOSAS プロジェクトマネジャー 
5. Mr. KAYO GAIN-YO Alain FOSAS 副プロジェクトマネジャー 
6. Dr. MANGA Gabriel 農業班 C/P (IRAD（国立農業開発研究所ンジョンベ支部) 
7. Mr. Tabi Effa Andre Bytyili 村フィールドステーションスタッフ 
8. Prof. NKONGMENECK Bernard 森林班チームリーダー（ヤウンデⅠ大学） 
9. Dr. KAMENI Anselme 食品班チームリーダー〔IRAD（国立農業開発研究所）〕 
10. Dr. YEMEFACK Martin 農業班チームリーダー〔IRAD（国立農業開発研究所）〕 
11. Prof. MVONDO ZE 土壌班チームリーダー（チャン大学） 
12. Mr. Medipe Gribé 村村長 
13. Mr. Naminesto Gribé 村バカ族族長 
14. Mr. Bonawi Gribé 村バカ族族長 
15. EYONO Michel Bityili 村プロジェクト委員会メンバー 
16. EBEN Salvador Bityili 村プロジェクト委員会メンバー 
17． BEKONO Bernard Bityili 村プロジェクト委員会メンバー 
18． MVONDO Henri Bityili 村プロジェクト委員会メンバー 
19． EBAH EYA’NE Bityili 村プロジェクト委員会メンバー 
20． MEZENE Sylvie Bityili 村プロジェクト委員会メンバー 
21． ZEH MEVA’A Charlote Bityili 村プロジェクト委員会メンバー 
22． OVO’O NNA Réné Bityili 村プロジェクト委員会メンバー 
23. MENGUE Patrice Bityili 村プロジェクト委員会メンバー 
24. AKAM Paul Bityili 村プロジェクト委員会メンバー 
25. Mvak Antonie Andom 村プロジェクト委員会メンバー 
26. Essam Gregoire Andom 村プロジェクト委員会メンバー 
27. Mpang Gregoire Andom 村プロジェクト委員会メンバー 
28. Mbel Jean Francois Andom 村プロジェクト委員会メンバー 
29. Mbeke Avom Magloire Andom 村プロジェクト委員会メンバー 
30. Anding Ortance Andom 村プロジェクト委員会メンバー 
31. Messina Amougou Magloire Andom 村プロジェクト委員会メンバー 
32. Aye Avom Esther Andom 村プロジェクト委員会メンバー 
33. Mandari Madeleine Andom 村プロジェクト委員会メンバー 
34. Messe Venant Andom 村プロジェクト委員会メンバー 
35. Zang Jean Marc Andom 村プロジェクト委員会メンバー 
36 Nanga Mirelle Andom 村プロジェクト委員会メンバー 
37. Ndoumbe Julie Andom 村プロジェクト委員会メンバー 

 
2-1 日本側 

 氏名 所属先・職位 
1. 新井 勉 在カメルーン日本国大使館 
2. 金野 裕子 在カメルーン日本国大使館 
3. 矢部 優慈郎 国際協力機構カメルーン事務所 所長 
4. 丸田 詠子 国際協力機構カメルーン事務所 企画調査員 
5. 荒木 茂 FOSAS プロジェクトチーフアドバイザー 
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２． 主要面談者リスト



6. 遠藤 和士 FOSAS プロジェクト業務調整員 
7. 安田 治文 FOSAS プロジェクト農業班短期専門家 
8. 林  耕次 FOSAS プロジェクト森林班短期専門家 
9. 塩谷 暁代  FOSAS プロジェクト農業班短期専門家 
10. 松本 淳一郎 COMIFAC 派遣専門家 
11. 佐藤 向陽 COMIFAC 派遣専門家 

 

－ 100 －



資
料

-
3
 P

D
M

(
和
文
）
 (
ve

rs
io

n
 1
）

事
業

名
（

実
施

期
間

）
：
（

科
学

技
術

）
「

カ
メ

ル
ー

ン
熱

帯
雨

林
と

そ
の

周
辺

地
域

に
お

け
る

持
続

的
生

業
戦

略
の

確
立

と
自

然
資

源
管

理
：

地
球

規
模

課
題

と
地

域
住

民
の

ニ
ー

ズ
と

の
結

合
」

（
5
年
間
／
平
成

23
年
７
月

13
日
～
平
成

28
年

7
月

12
日
）

対
象
地
域
：
南
部
州
エ
ボ
ロ
ワ
地
域
、
東
部
集
ベ
ル
ト
ア
地
域
及
び
ヨ
カ
ド
ゥ
マ
－
ガ
ト
・
エ
ン
シ
ェ
ン
回
廊
地
域
（

3
地
域
に
お
い
て
各
１
村
と
そ
の
周
辺
地
域
を
対
象
と
す
る
）
。

受
益
者
層
（
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
）
：

直
接
的
受
益
者
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
か
か
わ
る
カ
メ
ル
ー
ン
人
研
究
者
及
び
ス
タ
ッ
フ
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
か
か
わ
る
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

間
接
的
受
益
者
：
熱
帯
雨
林
地
帯
と
そ
の
周
辺
地
域
に
居
住
す
る
人
々

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
要
約

指
標

指
標
デ
ー
タ
入
手
手
段

外
部
条
件

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
（

Pr
oj

ec
t P

ur
po

se
）
：

カ
メ

ル
ー

ン
南

部
州
、

東
部

州
の

森
林

帯
と

そ
の

周

辺
地

域
に

お
い

て
、

持
続

的
な

土
地

利
用

と
自

然
資

源
保
全
の
方
法
が
示
さ
れ
る
。

持
続
的
な
環
境
利
用
と
生
業
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
デ
ー
タ
と
そ
の
解
析
結
果
が
得
ら
れ
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

  報
告
書

成
果
（

O
ut

pu
t）
：

1.
 

 森
林

破
壊

と
耕

地
の

外
延

的
拡

大
を

伴
わ

な
い

持
続

的
な

農
業

生
産
・

加
工
・

販
売

シ
ス

テ
ム

の
備
え
る

べ
き
条
件
が
明
ら
か
に
さ
れ
る
。

持
続
的
農
業
シ
ス
テ
ム

1）
  試

験
圃

場
に

お
け

る
、

土
の

う
垣

設
置

に
よ

る
土

壌
浸

食
防

止
効

果
の

デ
ー

タ
が

獲
得

さ

れ
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
作
成
さ
れ
る
。

2）
  試

験
圃
場
に
お
け
る
、
キ
ャ
ッ
サ
バ
改
良
品
種
導
入
に
よ
る
実
証
デ
ー
タ
が
集
積
さ
れ
る
。

3）
  キ

ャ
ッ

サ
バ

試
験

圃
場

に
お

け
る
、

耕
地

の
テ

ラ
ス

化
、

カ
バ

ー
ク

ロ
ッ

プ
導

入
、

耕
運

機
す
き
込
み
に
よ
る
増
収
効
果
の
実
証
デ
ー
タ
が
集
積
さ
れ
る

4）
  森

林
帯
に
お
け
る
（
持
続
的
）
栽
培
技
術
に
関
す
る
実
証
デ
ー
タ
が
集
積
さ
れ
る
。

5）
  持

続
的
農
業
生
産
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
作
成
さ
れ
る
。

年
次
報
告
書
、
マ
ニ
ュ
ア
ル

年
次
報
告
書

年
次
報
告
書

年
次
報
告
書

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
マ
ニ
ュ
ア
ル

キ
ャ
ッ
サ
バ
の
加
工

1）
  キ

ャ
ッ
サ
バ
在
来
加
工
品
の
市
場
調
査
の
分
析
結
果
が
得
ら
れ
る
。

2）
  キ

ャ
ッ
サ
バ
加
工
食
飲
料
品
の
分
析
結
果
が
得
ら
れ
、
加
工
品
が
選
定
さ
れ
る
。

3）
  選

定
さ

れ
た

キ
ャ

ッ
サ

バ
加

工
品

の
簡

易
加

工
施

設
が

建
設

さ
れ
、

加
工

施
設

の
処

理
能

力
、
運
営
コ
ス
ト
、
労
働
投
入
量
デ
ー
タ
が
集
積
さ
れ
る
。

年
次
報
告
書

年
次
報
告
書
、

年
次
報
告
書

キ
ャ
ッ
サ
バ
の
加
工
品
の
販
売

1）
  加

工
施
設
の
運
営
・
加
工
品
の
販
売
の
た
め
の
共
同
組
合
組
織
の
規
約
が
策
定
さ
れ
る
（
共

同
組
合
メ
ン
バ
ー
、
運
営
規
約
）
。

2）
  コ

ス
ト
計
算
に
基
づ
く
販
売
シ
ス
テ
ム
モ
デ
ル
が
構
築
さ
れ
る
。

※
 最

終
的

に
は
、

50
%

の
キ

ャ
サ

ッ
バ

の
生

産
性

向
上

と
そ

れ
に

従
事

す
る

人
々

の
50

%
の

収

入
向
上
を
め
ざ
す
。

議
事
録

運
営
規
約

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

－ 101 －

３．PDM ver.1（和文）



2.
 

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
活

動
サ

イ
ト

に
お

け
る

野
生

動
物

を
含

む
非

木
材

森
林

資
源
（

N
TF

Ps
）

の

生
態
、

利
用

実
態

等
に

関
す

る
基

礎
的

デ
ー

タ
、

及
び

そ
の

潜
在

力
と

持
続

性
の

評
価

に
基

づ
い

て
、

住
民

組
織

に
よ

る
N

TF
Ps

利
用

体
制

の
モ

デ
ル
が
確
立
さ
れ
る
。

1）
  N

TF
Ps

利
用
実
態
に
関
す
る
実
証
デ
ー
タ
が
集
積
さ
れ
る
。

2）
  N

TF
Ps

の
生
態
学
的
デ
ー
タ
が
集
積
さ
れ
る
。

3）
  N

TF
Ps

成
分
分
析
表
が
作
成
さ
れ
る
。

4）
  N

TF
Ps

の
イ
ン
ベ
ン
ト
リ
及
び
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
が
作
成
・
構
築
さ
れ
る
。

5）
森
林
資
源
利
用
管
理
の
た
め
の
住
民
組
織
の
活
動
の
記
録
が
蓄
積
さ
れ
る
。

6）
  N

TF
Ps

利
用
に
基
づ
く
持
続
的
森
林
管
理
モ
デ
ル
が
構
築
さ
れ
る
。

年
次
報
告
書

年
次
報
告
書

刊
行
物

年
次
報
告
書

W
eb

公
開

年
次
報
告
書

議
事
録

活
動
記
録

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

3.
 

 森
林
、

森
林

－
サ

バ
ン

ナ
境

界
域

の
土

壌
－

植

物
間

の
養

分
動

態
を

明
ら

か
に

す
る

こ
と

に
よ

る
生

態
系

の
合

理
的
、

持
続

的
利

用
の

た
め

の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
策
定
さ
れ
る
。

1）
  土

壌
気
象
観
測
シ
ス
テ
ム
デ
ー
タ
及
び
、
土
壌
、
土
壌
溶
液
分
析
デ
ー
タ
が
集
積
さ
れ
る
。

2）
  キ

ャ
ッ

サ
バ

試
験

圃
場

に
お

け
る

土
壌

微
生

物
動

態
解

析
に

基
づ

く
、

土
壌

有
機

物
管

理

モ
デ
ル
が
構
築
さ
れ
る
（
学
術
的
に
承
認
さ
れ
る
）
。

3）
  生

態
系
の
合
理
的
、
持
続
的
利
利
用
と
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
作
成
さ
れ
る
。

年
次
報
告
書

学
術
論
文
等

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
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活
動
（

A
ct

iv
iti

es
）
：

 
1-

1.
 

 Eb
ol

ow
a
と

B
er

to
ua

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
サ

イ

ト
に
、

現
地

適
応

技
術

を
用

い
た

調
査

拠
点

を

設
置
・

整
備
す
る
。

1-
2.

 
 土

の
う

垣
に

よ
る

土
壌

浸
食

防
止

効
果

の
実

証

試
験
を
行
う
。

1-
3.

 
 キ

ャ
ッ

サ
バ

改
良

品
種

導
入

に
よ

る
増

収
効

果

を
評
価
す
る
。

1-
4.

 
 テ

ラ
ス

造
成
、

及
び

耕
運

機
を

用
い

た
草

種
す

き
込

み
に

よ
る

土
壌

肥
沃

度
増

進
効

果
と

休
閑

期
間
短
縮
に
つ
い
て
検
証
す
る
。

1-
5.

 
 社

会
学

的
な

村
落

調
査

を
通

し
、

キ
ャ

ッ
サ

バ

の
加

工
、

販
売

の
た

め
の

農
民

グ
ル

ー
プ

を
組

織
化
す
る
。

1-
6.

 
 現

地
の

伝
統

的
な

キ
ャ

ッ
サ

バ
加

工
・

保
存

の

方
法
を
分
析
す
る
。

1-
7.

 
 主

に
キ

ャ
ッ

サ
バ

由
来

の
現

地
の

酒
類
・

飲
料

に
つ

い
て
、

そ
の

販
売

可
能

性
を

含
む

広
域

調

査
を
実
施
す
る
。

1-
8.

 
 現

地
の

実
情

に
基

づ
き

設
計

さ
れ

た
キ

ャ
ッ

サ

バ
加
工
施
設
を
建
設
・
試
験
稼
動
す
る
。

1-
9.

 
 キ

ャ
ッ

サ
バ

加
工

品
に

つ
い

て
、

マ
ー

ケ
テ

ィ

ン
グ

調
査

に
基

づ
く

生
産
・

販
売

体
制

を
試

行

的
に
構
築
す
る
。

1-
10

.  キ
ャ

ッ
サ

バ
生

産
に

係
る

調
査

成
果

を
基

に
、

森
林

帯
に

お
け

る
持

続
的

農
業

技
術

の
方

法
を

試
行
す
る
。

投
入
（

In
pu

ts
）

自
然

災
害
（

洪
水

等
）

が
発

生
し

な

い
こ
と

病
虫

害
が

蔓
延

し

な
い
こ
と

カ
メ

ル
ー

ン
の

政

策
（

科
学

技
術

政

策
、

農
業

政
策
、

森
林

政
策

）
に

変

更
が

生
じ

な
い

こ

と

日
本
側

現
地
側

長
期
専
門
家
（
業
務
調
整
員
）

短
期
専
門
家

研
究
に
必
要
な
資
機
材

（
例
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
車
両
、
実
験
器
具
等
）

研
修
員
受
入

必
要
な
ロ
ー
カ
ル
コ
ス
ト

（
例
：
労
賃
、
雇
用
費
、
現
地
セ
ミ
ナ
ー
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
、

国
際
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
開
催
に
か
か
わ
る
費
用
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ダ
イ
レ
ク
タ
ー

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
ャ
ー

そ
の
他
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
研
究
者
　

執
務
ス
ペ
ー
ス

実
験
室

標
本
処
理
室

通
信
設
備
等

光
熱
費
、
水
道
費
な
ど
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2-
1.

 
 ヨ

カ
ド

ゥ
マ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
サ

イ
ト

に
調

査

拠
点
を
設
置
す
る
。

2-
2.

 
 N

TF
Ps

の
利
用
実
態
調
査
を
行
う
。

2-
3.

 
 N

TF
Ps

を
対
象
と
す
る
分
布
、
現
存
量
、
採
取

圧
に
関
す
る
生
態
調
査
を
実
施
す
る
。

2-
4.

 
 N

TF
Ps

の
イ
ン
ベ
ン
ト
リ
ー
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

を
作
成
す
る
。

2-
5.

 
 N

TF
Ps

の
成
分
分
析
を
行
う
。

2-
6.

 
 住
民
参
加
型
マ
ッ
ピ
ン
グ
を
実
施
す
る
。

2-
7.

 
 社

会
調

査
を

基
礎

に
し

た
住

民
組

織
と

資
源

利

用
の
調
整
取
り
組
み
を
行
う
。

2-
8.

 
 既
存
施
設
の
展
示
・
広
報
機
能
を
強
化
す
る
。

2-
9.

 
 森

林
－

サ
バ

ン
ナ

境
界

域
に

お
い

て
N

TF
Ps

評
価
法
を
試
行
す
る
。

前
提

条
件
（

Pr
e-

co
nd

iti
on

s）
：
　

現
地

の
労

働
力

が

十
分

に
確

保
さ

れ

る
こ
と
。

3-
1.

 
 土

壌
気

象
観

測
シ

ス
テ

ム
に

よ
る

土
壌

－
植

物

間
の
物
質
動
態
を
解
明
す
る
。

3-
2.

 
 土

壌
鉱

物
、

肥
沃

性
に

関
す

る
広

域
調

査
を

行

う
。

3-
3.

 
 土

壌
微

生
物

動
態

の
解

析
に

基
づ

く
土

壌
有

機

物
の
管
理
モ
デ
ル
を
構
築
す
る
。

3-
4.

 
 生

態
系

モ
デ

ル
に

基
づ

く
森

林
帯

及
び

森
林

－

サ
バ

ン
ナ

境
界

域
に

お
け

る
持

続
的

な
資

源
利

用
戦
略
を
提
言
す
る
。
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１．国際協力機構カメルーン事務所

日　時 11 月 15 日（金）　9:00 ～ 10:00

場　所 国際協力機構カメルーン事務所会議室

先　方 矢部所長、丸田企画調査員

調査団 椎名団員（計画管理）、東野（評価分析）

要　旨 ＜レビュースケジュール確認＞

・ IRAD 所長との面談、本日午後 16:00- 予定。明日の現場視察と週末を挟んで、週明け

の 18 日は MINRESI にて担当部長と面談予定。18 日の午後はカメルーン側の研究リー

ダーとの面談予定

・ 評価レポートの作成：11 月 26 日の夕方をめどにドラフトを完成。電子メールで関係

者に送付。JCC に備える。

＜矢部所長のコメント＞

・ SATREPS であるため、他の技術プロジェクトと異なる点はあるが、やはり、JICA と

しては、当該国への技術移転や裨益の持続性を重視することは他の技術プロジェクト

と変わらない。中間時から先は、プロジェクトの成果の取りまとめと、プロジェクト

目標の達成に向かった収束を意識して臨むことが必要。

・ また、2014 年早々にカメルーンの案件に会計検査が行われる予定があり、そのため

にも、供与機材等の実績や維持管理はきちんとしておくことが必要。

＜丸田企画調査員のコメント＞

・ 現場のステーションの活動や管理などの継続性の確保が重要。データ、標本などの維

持・管理も課題。IRAD による研究・管理体制のイニシアティブと構築が重要。（京大

は IRAD から留学生を派遣して人材の育成を行うことでその課題を解決する考えとし

ている）。

・ 京大と IRAD の協定はどのようになっていたのか？（遠藤専門家に確認）

・ また、プロジェクトを研究活動だけで終わらせず、社会実装の実現のためにはセミナー

やワークショップの実施をこれまで以上に行って関係者にアピールしていく必要があ

る。

・ 現場ではフィールドキーパーが状況をよく分かっていて、活動のキーパーソンとなっ

ている。しかし、現在プロジェクトで雇用しており（アンドム、グリベなど経験豊富

なスタッフ）、継続的な雇用のためにはカメルーン側の予算確保が必要な状況。

・ C/P ファンドは年度で増減が大きい（2011 年度は 1.5 億 FCFA だったが昨年は 0.5 億

と、国全体の経済状況に影響を受ける）。要求金額の確定が前年の 7 月くらいに出

て、MINEPAT の承認や財務省の認可などの手続きを経て、実際の執行は遅れに遅れ、

2012 年の例では、同年の 10 月くらいとなった。IRAD としてはコントロールができ

ないのが現状。

－ 105 －

４． 面談録



２．FOSAS プロジェクト

日　時 11 月 15 日（金）11:00 ～ 11:30

場　所 IRAD（農業開発研究所）

先　方 Dr. FOAHOM Bernard（プロジェクトマネジャー）

調査団 椎名団員（計画管理）、東野（評価分析）

要　旨 ・ 当方より中間レビューのスケジュール説明。

＜ Dr. FOAHOM のコメント＞

・ プロジェクトの諸活動は円滑に行われていると思うが、研究者の数も多く、活動全体

の詳細を把握するのは難しい。研究活動は現場主体で、研究チームごとに行われてい

るので、必ずしもプロジェクトマネジャーに、適時に情報が上がってくるわけではな

いのが実情。

・ プロジェクトマネジャーが知らないうちにカメルーンに来て調査を行い、日本に帰国

する日本人研究者もいる。

・ 上記に関連し、例えば、日本人各研究者の帰国前に、活動の簡単なサマリーのような

ものを提出してもらえるとマネジメントを行うものとしては助かる。

・ 2012 年からカメルーン側の研究者の出張費用がカメルーン側から支払われることと

なったが、申請手続きがよく理解されずに、手続きが滞ったことがある。現在では、

手続きは的確に行われており、問題はないと考えている。

・ 予算確保についてはカメルーン側も、その重要性を認識している。C/P ファンドとし

て 2014 年は 1.9 億 FCFA を要求する予定。

・ その他、IRAD の予算内で、現場の 3 ステーションの土地収用やインフラ整備等のた

めの資金を 2014 年度 1,000 万 FCFA（約 200 万円）程度計上し、毎年増額していき、

プロジェクトの持続性を確保する方針である。

３．FOSAS プロジェクト

日　時 11 月 15 日（金）11:00 ～ 11:30

場　所 IRAD（農業開発研究所）

先　方 Mr. KAYO GAIN-YO Alain〔副プロジェクトマネジャー（予算管理担当）〕

調査団 椎名団員（計画管理）、東野（評価分析）

要　旨 ・ 出張旅費・手当の申請は、研究者が調査予定を作成、各研究チームのリーダーが承認、

IRAD の Dr. Foahom（プロジェクトマネジャー）から出張命令（Mission Order）が発出

される。研究者に前渡金として 50％が支払われ、現場の作業が終ると、業務報告書

を提出して、残りの金額を受け取るという流れ。

・ これはカメルーン政府の公金を扱う場合に必須の手続きだが、当初（2012 年）、カメ

ルーン側の研究者が不慣れで、手続きが的確に行われずに、支払いと活動が滞った経

緯がある。

・ プロジェクトの技術的な面についてはよく知らないが、キャッサバの改良品種の導入

や加工技術の普及などは非常に意義があると考える。

・ プロジェクトの研究者の円滑な情報共有のために Team Leader 会議がこれまでに 5 ～

6 回開かれている。出席者は各チームのリーダーとプロジェクトマネジャー、また、

荒木チーフアドバイザーもカメルーン滞在時には参加する。

・ その他、全研究者の参加によるセミナーが 2013 年の 2 月に開催された。
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４．カメルーン側評価委員との打合せ

日　時 11 月 15 日（金）13:00 ～ 14:00

場　所 IRAD（農業開発研究所）

先　方 Mrs.OBAMA Alberine Liliane （MINEPAT）, Ms. BALOMOG Jeanne （MFOF）, Mr. Abessolo Pierre 
（Chef cellule de la DEPC （Direction étude du projet et de la coopération）

調査団 丸田企画調査員、椎名団員（計画管理）、東野（評価分析）

要　旨 ・ 当方より評価スケジュール、評価手法の概要を説明

・ カメルーン側評価委員のうち、MFOF の Ms. BALOMOG は省内の手続きがうまく行わ

れなかったとのことで評価委員は務められないとのこと。MFOF として他のスタッフ

が参加できるようにアレンジするよう依頼。

・ 明日のエボロワ地区の現場視察に関して、ロジ面（集合場所の決定等）打合わせ。

５．Dr. Noe Woin （IRAD 所長）

日　時 11 月 15 日（金）17:15 ～ 18:00

場　所 IRAD（農業開発研究所）

先　方 Dr. Noe Woin　他 2 名

調査団 椎名団員（計画管理）、東野（評価分析）

要　旨 ・ 当方より調査団派遣の目的と評価スケジュールを説明。

＜ IRAD 所長のコメント＞

・ 日本での研修を終え、帰国後、研究対象地区の 3 サイトを視察した。

・ IRAD として FOSAS の成果を維持、普及することの重要性を十分に認識でき、IRAD
としての対応することとしたい。

・ C/P ファンドは、国家の経済状況等を勘案し、大臣レベルの協議で決定されるので、

額の変動についての詳細な理由は IRAD のレベルでは分からないのが現実。

・ 現場の施設を維持管理し、プロジェクトの成果を持続的なものにするために、2014
年は 1,500 万 FCFA の予算を確保する方針（これまで 1,000 万 FCFA と想定していたが

増やしたい）。

・ 土地の収用問題についても解決を図りたい。

・ 運営委員会（STEERING COMMITTEE）のメンバーには農業・農村開発省、森林・野

生動物省、科学技術・革新省、環境省、高等教育省などの省庁が参加しており、レビュー

結果に注目している。
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６．MINRESI （科学技術革新省）

日　時 11 月 18 日　9:00 ～ 9:30

場　所 MINRESI

先　方 Dr. DONGMO Thomas （科学・技術協力部　部長）

調査団 椎名団員（計画管理）、東野（評価分析）

要　旨 ・ Dr. Dongmo はカメルーン側評価委員の 1 人。

・ レビュー調査のスケジュールについて確認し、翌日からの現場視察への参加の可否を

確認（参加するとの返事）。

＜ Dr. Dongmo のコメント＞

・ プロジェクトについては、個々の研究内容や詳細については知らないが、2035 年

ま で に カ メ ル ー ン が“CAMEROON：AN EMERGING, DEMOCRATIC AND UNITED 
COUNTRY DESPITE ITS DIVERSITY”という開発目標を達成するためにも日本の技術

支援を得ることが重要と考えている。

・ プロジェクトは順調に進んでいると認識している。

・ 多くの機関が関与しているので、管理面では難しいところがあることも承知している

が、これまでの経験を生かして、うまくやっていけるのではないか。

７．FOSAS プロジェクト森林班

日　時 11 月 18 日　12:30 ～ 13:20

場　所 IRAD 会議室

先　方 Prof. NKONGMENECK Bernard（森林班リーダー）

調査団 椎名団員（計画管理）、東野（評価分析）

要　旨 ・ チーム内の情報共有はどのようにされているか？ 
・ 月例などの頻度で会議をもちたいのはやまやまだが、研究者が別の組織に属しており、

集まるためにも経費がかかる。したがって、個別に e-mail などで連絡を取り合うこと

となる。（現在森林班は、ドゥアラ大学が 2 名、チャン大学が 1 名、ヤウンデ第一大

学が 1 名、IRAD3 名から構成）

・ プロジェクトの開始最初は、フィールドワークの方法を共有するためミーティングを

行った。

・ 当初の C/P から 2 名がプロジェクトの研究活動から退いている（プロジェクトからの

C/P リストと異なる情報のため詳細確認中）。

・ AFlora について：データベースの構造や、保管すべきデータについて日本側担当者か

ら説明を受けた。その後、それらの情報をデータベースとして公開してよいかどうか

について、政府（MINRESI）からの承認が得られていない。したがって、データの入

力は行うにしても公開はできていない。日本人専門家が帰国した後は、プロジェクト

では誰も特定の担当者がいない。

・ ツル性植物の図鑑を作成した——PDM の成果 2 のエコツーリズムデータの成果の一部

として認識している。標本はヤウンデの博物館に保管。

・ 日本・カメルーン国側双方の研究結果を統合していくのは大変難しいこと。具体的な

方法はみえない。両国の研究者が話をよくして検討をすべき。基本的には、日本側の

支援を得て、カメルーン側が主体となってやるべきだろうと思っているが。
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・ プロジェクトのゴールは持続性のある資源の利用と管理。プロジェクト協力期間以降、

インパクトの検証が必要。

・ 村人の組織化は行われていない（Gribé 村）。

８．FOSAS プロジェクト食品班

日　時 11 月 18 日　13:20 ～ 13:50

場　所 IRAD 会議室

先　方 Dr. KAMENI Anselme（食品班リーダー）

調査団 椎名団員（計画管理）、東野（評価分析）

要　旨 ・�食品班はチャン大学 2 名、IRAD1 名で構成。

・�今までチーム内のミーティングとしては、2 回打ち合わせをもった。北畠専門家が来

ていていろいろと指導してくれた。

・�荒木教授のカメルーン滞在時に合わせて打ち合わせを行うようにしている。

・ NTFP の化学分析作業はスケジュールから遅れている。

・�当初、農業、森林のグループがサンプルを集めて、食品班は単純にラボで分析をすれ

ばよいと言われていた。しかし、採集の条件が分からなければ、分析結果の解釈が正

確にできない。そこで、食品班としての参加の仕方を協議したために遅れが生じたの

が 1 つの理由。

・�サンプリングの季節性も遅れの理由の 1 つ�（上記の理由により遅れたため、サンプリ

ングのタイミングを逸した植物があった）。

・�現在では、グリベからサンプルを集めていて、分析作業が順調に進んでいる。

・�食品研究チームのメンバーが 1 回 / 季節ごとに現場に行き、村の女性たちと一緒に資

料を集めている。これから、1 年間で資料を集める予定である。

・�スペクトロフォトメーター、粘度計（チャン大学に供与しているが IRAD にはない）

の供与が希望。

・�また、食品分野の日本人専門家の派遣をお願いしたい。

９．FOSAS プロジェクト農業班

日　時 11 月 18 日　14:15 ～ 15:00

場　所 IRAD 会議室

先　方 Dr. YEMEFACK Martin（農業班リーダー）

調査団 椎名団員（計画管理）、東野（評価分析）

要　旨 ・�農業班はチャン大学 4 名、IRAD 5 名で構成。

・�（昨日の Bityili 村視察の結果を当方より説明）加工工場の施設の不具合については承

知している。エンジンのトラブルについては、すぐに対応する。

・�ただし、村人は機械のトラブルに乗じて不満を述べ、自分たちの要求（乾燥施設の供

与）を通そうとしているということも理解してほしい。彼らも栽培試験などの研究の

結果が目に見えてくれば納得するだろう。

・�土壌浸食防止だが、テラスは村人からの受け入れが難しく、土嚢に切り替えた経緯が

ある。しかし、プロジェクト期間中に、実施する必要を感じており今は時期をみている。
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・�農業チームは比較的よく日本側の研究者とも連携していると思う。

・ IRAD がプロジェクト協力期間終了後も、加工工場の運営にかかわることが重要。

10．FOSAS プロジェクト土壌班

日　時 11 月 18 日　16:00 ～ 16:30

場　所 IRAD 会議室

先　方 Prof. MVONDO ZE（土壌班リーダー）

調査団 椎名団員（計画管理）、東野（評価分析）

要　旨 ・ チームはチャン大学 1 名と IRAD 2 名の 3 名体制でやってきたが、Dr. TCHIENKOUA
が 8 月に引退。

・ 欠員を補うべく、2 名の研究者にコンタクト中。

・ また、チャン大学の 2 名の博士課程の学生が研究活動に参加してきた。

・ C/P については、森林班の Dr. ONGUENE AWANA Nérée がプロジェクトから抜けたこ

との影響が大きい。土壌微生物学の専門家で、土壌研究グループの活動「3-3 土壌微

生物動態の解析に基づく土壌有機物の管理モデルを構築する」は彼が担当することと

なっていたが、代わりの専門家が見つかっていない。

・ したがって、カメルーン側が担当しているエボロワについての当該の活動は当面停止

している状況である。
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地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（ ）

研究課題別中間評価報告書

１．研究課題名

カメルーン熱帯雨林とその周辺地域における持続的生業戦略の確立と自然資源管理：

地球規模課題と地域住民ニーズとの結合（ 年 月－ 年 月）

２．研究代表者

２．１．日本側研究代表者：荒木 茂（京都大学アフリカ地域研究資料センター 教授）

２．２．相手側研究代表者： （国立農業開発研究所； 所長）

３．研究概要

コンゴ盆地に広がる熱帯雨林は、炭素貯蔵庫として重要な役割を担っている。しかしこ

の地域では 万人の住民が燃料・食物・薬・建材等の供給を森林に依存しており、森林

の荒廃を防ぐためには森林保全と調和するかたちで住民の生活改善が図られる必要がある。

本プロジェクトでは、日本側、カメルーン側研究者が次の３つの研究グループ、 持続

的農業生産グループ、 非木材資源評価グループ、 土壌生態系研究グループを形成し、

それぞれ、キャッサバの生産・加工・販売システムの確立、住民組織による持続的非木材

森林資源（ ：以下 ）利用モデルの創出、生態系の合理的、

持続的利用のためのガイドライン策定を目標として調査研究を実施している。さらに、そ

れぞれのグループの研究成果を融合させて、カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周

辺地域において、持続的な土地利用と環境保全に関するモデルを提示することを目標とす

る。

４．評価結果

総合評価 （Ａ－： 一部の計画に遅れが見られるが、所期の計画とほぼ同等

の取組みが行われ一定の成果は期待できる）

本プロジェクトは、カメルーンの熱帯湿潤森林地帯において森林の保全と活用の両立を

目指す極めて重要な課題であり、森林の非木材資源の活用と持続的農業システムの確立を

目指した方向性は明確である。持続的農業生産グループ、非木材資源評価グループ、土壌

生態系研究グループでそれぞれ精力的に研究活動が進められ、初期の計画とほぼ同様の取

り組みが行われている。また、研究成果も得られ、学術発表もされている。

一方で、得られた研究成果の社会実装に向けた具体的な方針が明確にされておらず、生

態系の異なる つの調査対象地域（森林地帯、森林－サバンナ境界地帯、農村地帯）それぞ

れのモデルと、それらを統合して一般化したモデルとを整理して、個々の研究成果が社会
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実装に繋がるよう、バランスを持ったモデル構築が進められることを期待する。

また、キャッサバおよび の栄養成分分析が未着手であるため、専門家を派遣して分

析技術の移転を行うなど、早急な対応が望まれる。

４－１．国際共同研究の進捗状況について

本プロジェクトでは、森林地帯では地域住民の森林依存の実態、とくに伝統的な の

生態と利用を明らかにすることによって森林の潜在力を評価し、住民自身が持続的に森林

資源を利用できるシステムを確立することを目的とする。さらに森林 サバンナ境界域にお

いては、キャッサバ生産を強化し、余剰分を食品、酒類・飲料等へ加工し、その販売ルー

トを確立することによって農業の集約化をめざし、地域住民の生活改善と耕地の森林帯へ

の外延的拡大防止を目指している。ヨカドゥマ（ 村）、ベルトア（ 村）、エボ

ロワ（ 村）の 地域を調査対象とし、カメルーン側研究機関は国立農業開発研究所

（ ； ）、日本側研究機関は京

都大学を代表機関として国際共同研究を展開し、以下の３つを成果目標としている。

 森林破壊と耕地の外延的拡大を伴わない持続的な農業生産・加工・販売システムの持

つべき条件が明らかにされる。

 プロジェクトの活動サイトにおける野生生物を含む非木材森林資源（ ）の生態、

利用実態等に関する基礎的データ、およびその潜在力と持続性の評価に基づいて、住

民組織による 利用体制のモデルが創出される。

 森林、森林－サバンナ境界域の土壌－植物間の養分動態に基づいて、生態系の合理的、

持続的利用のためのガイドラインが策定される。

これまでのところ、 村および 村の２カ所でフィールドステーションが完成し

た。このフィールドステーションの建設にはインターロック式ブロックが利用されており、

村人の労働による安価な建設を可能としている。上記２カ所でのステーション建設の経験

をもとに建設マニュアルも作成された。今後、 村でも新たにフィールドステーショ

ンが建設される計画である。

持続的農業生産グループでは、対象地域におけるキャッサバ改良品種導入試験、土壌侵

食モニタリングおよび女性労働を中心とする農村社会学的調査が実施されている。カメル

ーン国が推奨するキャッサバ改良品種を導入した結果､収量のほか加工、食味等、住民が自

らのニーズに合った改良品種を選抜しており、キャッサバの増収・加工・販売による収入

増加も認められた。さらに、住民が選抜した改良品種の種苗が既に近隣の村にも有償で広

がっている。これらの点ではすでに住民に裨益している面が認められ成果が出ている。一

方で、キャッサバの栽培試験については農学的（ ）な視点が不足しており、今

後、より総合的な分析、評価の実施が望まれる。
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非木材資源評価グループによる の調査では、現地住民の在来知 有用種の区別や利

用方法 が活かされ、約 点の資源情報が データベースに登録された。加えて、

の生態的潜在力や現地住民による利用と生活上の重要性についての知見も蓄積され

つつある。また、野生動物の生態調査に関しては、カメルーン国森林省（ ）ならび

に国立公園から、野生動物の生態調査技術、特に自動夜間撮影カメラによるモニタリング

システムの移転が要望されており、この技術移転が実現すればプロジェクト終了後のカメ

ルーン国における成果の持続的利用に繋がるものと期待される。

土壌生態系研究グループによる調査では、各対象地域の土壌生態系における物質動態や

土壌肥沃度の地域毎の違いが明らかとなりつつある。本プロジェクトでは現在のところ、

主に土壌－植物間の養分動態に着目して分析、評価を行っているが、今後は、森林伐採の

際に重要な問題となる の放出を考慮に入れるなど、土壌－植物－大気間の総合的な物質

動態、栄養循環評価に基づく持続的な土地資源利用のガイドラインが策定されることを期

待する。

以上の通り、各研究グループの活動は精力的に実施され、それぞれ研究成果を挙げてい

る。しかしながら、食品成分分析グループの専門家派遣の遅れから、キャッサバおよび

の栄養成分分析が未だ着手されておらず、今後は、遅れの見られるこの栄養成分分析を加

速的に推し進めてもらいたい。

成果の公表については、学術誌への発表（国際誌 編、国内誌（和文） 編）や国内外の

学会等での発表（招待講演：国内会議２件、国際会議１件、口頭発表：国内会議１９件、

国際会議 件、ポスター発表：国際 件）など積極的になされている。プロジェクト後半

では、社会実装に向けた現地住民への広報活動の強化も期待したい。

４－２．国際共同研究の実施体制について

平成 年度よりカウンターパートファンドがカメルーン財務省より支給され、相手国側

研究者が自立的かつ日本人研究者と相補的に調査研究ができる体制が準備されている点が

評価される。一方で、３つの研究グループがそれぞれ独自に研究を進めており、両国間お

よび各研究グループ間での十分な情報共有ができていない状況が見受けられる。プロジェ

クト後半では、相互の情報共有の一層の強化が必要であろう。

また、各研究グループの研究成果がどのように社会実装に結びつくのか明確な形が見え

ておらず、社会実装に対する研究者間での認識の相違も見受けられる。プロジェクト後半

では、プロジェクトのビジョンおよび目指すべきモデルを明確にし、プロジェクトメンバ

ーに対して説明をしてメンバー間でビジョンおよびモデルを共有することが必要であり、

研究代表者のさらなるリーダーシップに期待する。
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投入機材については、多くの分析機器がプロジェクトで建設されたフィールドステーシ

ョンやカメルーン側カウンターパート機関に設置され、相手国側研究者により適切に維

持・管理されている。しかしながら、食品成分分析グループによるキャッサバおよび

の栄養成分分析の遅れから、現時点で未使用の機器も多く、今後、これらの機器が有効に

活用され、加速的に成果を上げていくことを期待する。

人材育成については、文部科学省の国費外国人留学生制度（ 枠）を利用したカメ

ルーン人留学生の受入れが積極的に検討されており、日本側、カメルーン側双方のプロジ

ェクトに対する意欲が感じられる。また、インフラが十分整備されているとは言えないカ

メルーン国では、調査地域、特に 村へのアクセスも容易ではなく、大変厳しい研究

環境であるにも関わらず、多くの日本人若手研究者が現地へ渡航し精力的に研究活動を行

っており、順調に人材育成が進められている。

４ ３．科学技術の発展と今後の研究について

本プロジェクトのプロジェクト目標は「カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺

地域において、持続的な土地利用と環境保全に関するモデルを提示する」である。提示す

るモデルとして、３つの調査地域で得られた成果を統合した普遍的なモデルを確立するこ

とは、地球規模の環境保全上非常に重要であり、これまでに世界でも例のない大きな挑戦

であることは評価される。しかしながら、 では５年間という決められた期間の中で

目標を達成すること、ならびに社会実装のための道筋を提示することが求められ、「普遍的

なモデルの確立」は時間的に難しいと推量される。従ってプロジェクトの後半では、個別

の生態系を持つ３つの対象地域のモデルをまず示し、各地域における社会実装の態様を明

確にし、その実現に向けて力を入れてもらいたい。

の評価については、資源のインベントリも整備されつつあり、持続的な森林資源の

利用に関する新たな知見と提言が期待できる。今後は、資源情報の収集、データベースへ

の登録をさらに継続すると同時に、遅れの見られる 成分の定性的、定量的な解析を

加速的に推し進めてもらいたい。

４ ４．持続的研究活動等への貢献の見込み

本プロジェクトが目指す、森林の非木材資源の活用と持続的農業システムの確立による

森林保全と住民の生活改善の両立は、地球規模の非常に重要な課題であり、カメルーン国

の政策やニーズにも合致している。本プロジェクトにおいて具体的な「持続的な土地利用

と環境保全に関するモデル」が提案され、現地政府関係者や住民に受け入れられれば、社

会実装に向けた次の展開への基礎となるものと期待される。

－ 114 －



 
 

4 
 

投入機材については、多くの分析機器がプロジェクトで建設されたフィールドステーシ

ョンやカメルーン側カウンターパート機関に設置され、相手国側研究者により適切に維

持・管理されている。しかしながら、食品成分分析グループによるキャッサバおよび

の栄養成分分析の遅れから、現時点で未使用の機器も多く、今後、これらの機器が有効に

活用され、加速的に成果を上げていくことを期待する。

人材育成については、文部科学省の国費外国人留学生制度（ 枠）を利用したカメ

ルーン人留学生の受入れが積極的に検討されており、日本側、カメルーン側双方のプロジ

ェクトに対する意欲が感じられる。また、インフラが十分整備されているとは言えないカ

メルーン国では、調査地域、特に 村へのアクセスも容易ではなく、大変厳しい研究

環境であるにも関わらず、多くの日本人若手研究者が現地へ渡航し精力的に研究活動を行

っており、順調に人材育成が進められている。

４ ３．科学技術の発展と今後の研究について

本プロジェクトのプロジェクト目標は「カメルーン南部州、東部州の森林帯とその周辺

地域において、持続的な土地利用と環境保全に関するモデルを提示する」である。提示す

るモデルとして、３つの調査地域で得られた成果を統合した普遍的なモデルを確立するこ

とは、地球規模の環境保全上非常に重要であり、これまでに世界でも例のない大きな挑戦

であることは評価される。しかしながら、 では５年間という決められた期間の中で

目標を達成すること、ならびに社会実装のための道筋を提示することが求められ、「普遍的

なモデルの確立」は時間的に難しいと推量される。従ってプロジェクトの後半では、個別

の生態系を持つ３つの対象地域のモデルをまず示し、各地域における社会実装の態様を明

確にし、その実現に向けて力を入れてもらいたい。

の評価については、資源のインベントリも整備されつつあり、持続的な森林資源の

利用に関する新たな知見と提言が期待できる。今後は、資源情報の収集、データベースへ

の登録をさらに継続すると同時に、遅れの見られる 成分の定性的、定量的な解析を

加速的に推し進めてもらいたい。

４ ４．持続的研究活動等への貢献の見込み

本プロジェクトが目指す、森林の非木材資源の活用と持続的農業システムの確立による

森林保全と住民の生活改善の両立は、地球規模の非常に重要な課題であり、カメルーン国

の政策やニーズにも合致している。本プロジェクトにおいて具体的な「持続的な土地利用

と環境保全に関するモデル」が提案され、現地政府関係者や住民に受け入れられれば、社

会実装に向けた次の展開への基礎となるものと期待される。

 
 

5 
 

本プロジェクトで建設されるフィールドステーションは、各研究サイトにおける調査拠

点としての役割だけでなく、研究者と現地住民との交流、情報交換の場、研究成果の発信

の場としても活用され、プロジェクト終了後もその活動を継続、発展させていくための重

要な施設と位置付けられる。これら各地域のフィールドステーションの土地収用費や維持

管理費については、 年以降またプロジェクト終了後も引き続いて により負担され

ることが、プロジェクトダイレクターである 所長により約束された。また、カメルー

ン側の研究体制の改善や住民をエンパワーし社会実装を図る方針も同所長より明示され、

プロジェクトの持続性の観点から期待がもてる。

現地での調査は、両国の研究者、大学院生ならびに現地雇用のフィールドキーパーや住

民により、協力または分担して実施されており、研究活動を通して日本人研究者と現地関

係者とのコミュニケーションが十分取られている。また、国費外国人留学生制度を活用し

た若手研究者・大学院生の育成にも意欲的であり、適切な人材育成が計画されている。プ

ロジェクト後半では、彼らの人的ネットワークを活かしたさらなる研究の発展が期待され

る。

５．今後の課題

１） カメルーンの森林帯とその周辺全域、さらにはコンゴ盆地全域を対象とした普遍的

統合モデルを確立することは、将来的にも非常に重要な課題かつ大きな挑戦である。しか

しながら、 年間というプロジェクトの枠組みの中でどこまで達成できるのか、その実現可

能性を考慮し、まずは生態系の異なる つの地域それぞれのモデル構築を本プロジェクト

内で達成することを目標とし、各地域での社会実装に向けた取り組みを行うよう提案する。

２） 本プロジェクトでは、持続的農業生産グループ、非木材資源評価グループ、土壌生

態系研究グループの つの研究グループがそれぞれ積極的に活動し成果を上げている。プ

ロジェクト後半では、これら研究グループの研究成果や知見を連携させ、各調査地域にお

ける包括的なモデルの構築を目指して頂きたい。

３） 研究代表者が考えるモデル プロトタイプ のイメージを具体化し、わかりやすくメ

ンバーや現地の住民、関係者に示すなど、社会実装に向けた関係者間の共通認識の醸成に

努めて頂きたい。また、両国の参画研究者が非常に多い現状を鑑みるに、テレビ会議シス

テムなどを活用して両国研究者間のコミュニケーションを促進したり、両国で行われた会

議での協議内容をお互いに報告したり、日本側研究者が調査渡航した場合に相手国側のプ

ロジェクトマネージャーに調査情報や調査結果の情報を一元的に提供したりするなど、国

内及び両国間でより活発な情報交換、協議、成果の共有を行うよう要望する。

－ 115 －
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４） キャッサバ改良品種の栽培試験では各調査地域で収量増加などの成果が得られてい

るが、土壌、気候、作目、農業経営を含めた専門的、多角的な分析、評価の視点が欠けて

いると思われる。今後は、栽培条件、気象要因、土壌要因、作物要因、キャッサバ系統の

遺伝的バックグラウンド、農業経営などを考慮した綿密な栽培適性試験を行い、

な視点を加えた多面的・総合的な分析、評価の実施を要望する。そのための新

規専門家の参画も含めた研究体制の見直しも検討頂きたい。

５） 遅れの見られる およびキャッサバの栄養成分分析は データベースの整

備やキャッサバの加工技術の開発にも関わる重要な研究分野であるため、専門家を派遣し

て分析技術の指導、移転を行うなど、早急に対応するよう要望する。

以上

－ 116 －
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４） キャッサバ改良品種の栽培試験では各調査地域で収量増加などの成果が得られてい

るが、土壌、気候、作目、農業経営を含めた専門的、多角的な分析、評価の視点が欠けて

いると思われる。今後は、栽培条件、気象要因、土壌要因、作物要因、キャッサバ系統の

遺伝的バックグラウンド、農業経営などを考慮した綿密な栽培適性試験を行い、

な視点を加えた多面的・総合的な分析、評価の実施を要望する。そのための新

規専門家の参画も含めた研究体制の見直しも検討頂きたい。

５） 遅れの見られる およびキャッサバの栄養成分分析は データベースの整
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以上
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